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お わ り に
は じめに
1997年 は また フ ラ ンスに と って重要 な年 とな った。一 っ に は,保 守 中
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道 の シ ラク大 統 領 が98年5月 の単 一 通 貨 参 加 国決 定 を前 に,磐 石 の態
勢 を 固 め よ うと,財 政 緊 縮 政 策 を国 民 に信 を 問 うた め,解 散 総 選 挙 に
打 って 出 た ことが挙 げ られ る。 しか し,こ れ に対 して,過 半数 以 上 の国
民 は ノ ンと答 え,思 惑 は完 全 に裏 目に 出 たの で あ る。 国 民 は当時 失 業 率
が12パ ーセ ン トを超 え る失 業 対 策 を一 つ の公 約 に掲 げ る社 会 党 に ウイ
と応 え,こ の 結 果 社 会 党 主 導 で 共 産 党,緑 の党 と連 立 す る リオ ネル ・
ジ ョスパ ン首 相 が率 い る左翼 政 権 が発 足 した。
今 回 の総選 挙 で は保 守 中道 派 は惨 敗 したが,結 果 論 と して,フ ラ ンス
に と って最大 の課 題 が失 業 対 策 で あ る ことが浮 き彫 り とな った点 は大 き
い。 もち ろんT前 の ア ラ ン ・ジュペ保 守 ・中 道 政権 も雇用 対 策 に腐 心 は
して きたが,緊 縮 財 政,規 制 緩 和 中心 の経 済 政策 を遂 行 して きただ けに
失 業 者 問題 は潜在 化 して いた の で あ る。選 挙 の結 果 は雇 用 を切 実 に希 求
す る フ ラ ンス市 民 の声 が反 映 され た もので,私 は1997年9月 に現 地 を
訪 れ て,こ の社 会 の うね りを肌 で感 得 す る こ とが で きた。
この結果,1997年 は フ ラ ンスに と って は,(1)通 貨 統 合参 加(2)失 業 者 救
済(雇 用対策)が 重 要課 題 で あ る こ とが明確 とな った。 ジ ョスパ ン左 翼連
立政 権 は,1998年5月 に迫 った ブ リュ ッセル で の欧 州連 合首 脳 会 議(以
下EU首 脳会議)を 前 に,単 一 通 貨 「ユ ー ロ」 に参 加 す るため の最 大 の収
敏 基 準(convergencecriteria)-97年 度 の財 政 赤字 は国 内総 生 産 の3パ ー
セ ン ト以下 一を達成 し,同 時 に若 年 者層 を初 め とす る失業 者 向 け に雇 用
を創 出す る とい う二 兎 を追 うとい う困難 な対 応 を求 め られ る こと にな っ
た。
実 は,社 会党 は総選 挙 の際 財政 赤 字 は国 内総生 産 の3パ ーセ ン ト以
内 とい う参 加 基 準 の緩 和 を求 め る と公 約 して い たた め,1997年6月16 ,
17の 両 日ア ム ス テ ル ダ ムで 予 定 さ れ て い たEU首 脳 会 議 を前 に緊 張 が
走 る。 特 に,一 緒 に な って欧 州 の統 合 を牽 引 して きた ドイ ッ との いわ ゆ
る独仏 機 軸 に さ ざ波 が 立 つ一 幕 もあ った。結 論 的 に は フ ラ ンスが提 唱 し
た 「雇 用 は欧州 の課 題」 と して扱 うこ とで妥 協 が成 立 し,独 仏 基 軸 は新
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た な関 係 を構 築 して い くことに な る。
この雇 用対 策 の問題 につ いて は,フ ラ ンス は緊急対 策 と して 財政 出動
を含 め た対応 を迫 られ た の に対 して,ド イ ッは財政 支 出 に は反 対,ま た
18年 ぶ りに政 権 の座 に返 り咲 いた,「 ニ ュー ブ レア」 の イ メー ジを掲 げ
て 発 足 した イ ギ リスの ブ レア首相 も,失 業 問題 は柔軟 な労働 市 場 の場 で
解 決 す る とい う考 え に立 ち,立 場 が分 かれ た。 しか し,マ ー ス トリヒ ト
条 約(欧 州連合条約)を 改 訂 した アム ス テル ダム条約 の中 に 「雇 用 」 の条
項 を設 け,(3)1997年 は,雇 用 問題 が 欧州 連 合 の枠 内 に位 置 づ け られ た年
と もな った。
この意 味 は大 きい。 失 業 問題 は加 盟各 国 の個 別 の問題 で あ り,労 働 市
場 も構 造 的 に多 様 で は あ るが,欧 州 連 合 全 体 の失 業率 が10パ ーセ ン ト
を超 え,1800人 が失 業 して い る こ と,単 一通 貨 が1999年1月1日 か ら
予 定 通 り発 足 し,資 本,貿 易,労 働 が新 た な局 面 に立 ち至 る こ とを考慮
す る と,雇 用 対策 をEUの 枠 内 に取 り込 ん だ こ とはs通 貨統 合 に連 動 す
る先 取 り策 とみ る こ と もで き るので はな か ろ うか。 もち ろん,政 府 が進
め る緊 急 救済 措 置 と は別 に,労 働 市場 も近代 化 を迫 られ て い るこ と も確
か で あ ろ う。 こう した背 景 を踏 まえ,1997年11月21,22日,ル クセ ン
ブル クで初 めてEU雇 用 首 脳 会義 が開 か れ た。
一方 ,通 貨 統 合(マ ース トリヒ ト条約で は経済通貨同盟 一EMUと い う)に
関 して,フ ラ ンス は,単 一 通 貨 が ス ター とす れ ば,そ れ に伴 って経 済,
財 政 政策 を調 整 す る機 関 と して,経 済 政府 の設 置 が必 要 で あ る と提 唱 し
た。 まず,ス トロス 濡カ ー ンと ワイゲ ル の独仏 蔵 相 会談 で,
1一 単 一通 貨 を コ ン トロールす る欧州 中 央銀 行 は加 盟 国 か ら干 渉 を受
け な い独 立 した機 関 で あ る ことを確 認 す る,し か し,
2一 単 一通 貨 の ユ ー ロ(euro)加 盟 国 の間 で,欧 州 中央 銀 行 の外
に,ユ ー ロ参加 国 蔵 相 が非 公 式 に経 済,財 政 政策 を調 整 す る機 関
(経済政府の呼称か らユーロ評議会へ と変わ っていく)を 設 け る
こ とで 合意 した。 これ を受 けて,1997年12月12日,13日 に ル クセ ンブ
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ル クで開 か れ たEU首 脳 会 議 で設 置 が 決 ま った。
こ う して97年6月 に発 足 した ジ ョスパ ン政 権 か らみ た世 界 は,国 内 の
(1}失業者 救 済,② 通 貨 統 合参 加 へ の最 後 の準 備 か ら飛 び立 って,③ 雇 用
対 策 をEUの 枠 内 に位 置 づ け,ま た,通 貨 統 合 に関連 してEU内 に非公
式 の経 済 政 策 調 整 機 関 を設 け る とい うよ うに政 治 的 波 動 を広 げ て い っ
た。 それ に至 る まで は,様 々 な緊張,例 え ば,雇 用 対 策 につ い て は各 国
の方針 が異 な り,ま た ユ ー ロ評議 会 一 仮 称 につ い て は,ヨ ー ロ不参 加 の
イ ギ リス,ス ウ ェー デ ン,デ ンマ ー ク,ギ リシ ャが警 戒 感 を持 っ な ど,
前進,後 退 の曲折 を辿 って きて い る。
そ の他,12月 の ル クセ ンブル ク首 脳 会議 で は,1998年 春 か ら,旧 東 欧
の ポー ラ ン ド,チ ェ コ,ハ ンガ リー,ス ロベ ニ ア,エ ス トニ ア,そ れ に
地 中海 に浮 かぶ キ プ ロ スの6ヵ 国 の新規 加 盟 の交 渉 を開 始 す る こ とで 合
意 した し,ま た12月9日 に は,英 独仏 政 府 が,ボ ー イ ング とマ ク ドネ
ル ・ダ グ ラス社 の合 併 とい う事 態 の 中 で,航 空 ・防衛 ハ イ テ ク産 業 の再
編 ・統 合 で合 意 と発 表 す るな どEU産 業 の戦 略 的再 編 とめ ざす 出来 事 も
起 きた。 こ う して,ヨ ー ロ ッパ は,1998年5月 の通 貨統 合 第 一 陣参 加 国
の決定 と相 ま って,一 層,統 合 の 深化 と拡 大 を 目指 す動 きが胎動 して い
るが,今 回 は,フ ラ ンスに登場 した ジ ョスパ ン政 権 か らみ た世界,特 に
EUの 一 っ の要 で あ る独 仏 関係 に焦 点 を当 て な が ら,1997年 の ヨー ロ ッ
パ の軌 跡 を辿 る こと と した い。
1経 済最優先のジ ョスパ ン内閣
リオ ネル ・ジ ョスパ ン(Lione1Jospin)社 会 党 第 一書 記 は,1997年6月
1日 の2回 目の投 票 で保 守 中道 陣営 が惨 敗 し,社 会 党 中心 の左 翼 陣営 が
過 半数 を上 回 って勝 利 を確 実 に した あ と,シ ラ ク大統 領(保 守中道)か ら
首相 に任 命 され,ジ ョスパ ン内 閣 は6月4日 発足 した。一 ヵ月 前 の5月
1日 に は,イ ギ リスの総 選 挙 で労 働 党 が圧勝 し,18年 振 りに保 守 党 か ら
政権 を奪 回 し,ブ レア(TonyBlair)労 働 党 内 閣 が発 足 して い る。 ブ レア
(294) フランス1997年 一 ジ ョスパ ン政権発足 のこの一年一69
政権 は,保 守 党 よ り ヨー ロ ッパ大 陸 には前 向 きな姿勢 を みせ・EUに 対
して積 極 策 に転 じて い る。 社 会憲章 に調 印 した の を初 め,通 貨 統 合 に も
単 一 通貨 第 一 陣 の ス ター ト以 降 早 い段 階 で の参加 を検討 して い る。
さて,ジ ョスパ ン内閣 は,社 会党,共 産党,急 進 社 会 党,緑 の党,市
民運 動 な どの連 立 で,国 民 議 会(下 院)の577議 席 の うち55パ ー セ ン ト
に あ た る320議 席(社 会党 は246議 席)に 支 え られ(図 一一1一 参照),首 相 を
除 い て26名 の閣僚 か ら成 って い(1).｠r党 か ら3名,急 進社 会 党 か ら3
名,ま た環 境 保 護派 の緑 の党 か ら国土 開 発 ・環 境 相 に ド ミニ ック ・ヴ ォ
ワネが入 閣 して い る。実 力 派 の女 性8人 が入 閣 して い るの も特 徴 で,法
相 に エ リザ ベ ー ト ・ギ グ ー,雇 用 ・連帯 相 に マ ル テ ィー ヌ ・オ ブ り,政
府 の スポ ー ク ス ・ウー マ ンに カ トリー ヌ ・トロ ッ トマ ンが入 閣 した。 ま
た,外 相 に は,ミ ッテ ラ ン大 統 領 時代 に ミッテ ラ ン外交 の設 計者 で大統












出 所=LeMonde(Hebdomadaire-samedi7juin1997)か ら作 成
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ジ ョスパ ン首 相 は,1937年7月12日 生 まれ。1965年 に エ リー一ト官 僚
の養成 校,国 立 行政 学 院(ENA)を 卒 業 後,一 時 パ リ大 学分 校 の客 員教 授
と して教 鞭 を執 った。 フ ラ ン ソ ワ ・ミ ッテ ラ ンが1971年 に エ ピネ ーで
新 生 の社 会 党 を 結 成 す る と これ に入 党 し,1981年 に第 一 書 記 とな った
が,後 本 職 を辞 し,1995年5月 の大 統 領 選 挙 に立 候補 し,保 守 ・中道 派
の推 す シ ラク候 補 と決戦 投 票 で争 うが 敗 れ る。 大統 領 選 挙 後,第 一 書 記
に返 り咲 く。率 直,誠 実 さで知 られ,首 相就 任 後,テ レビな どを通 じて,
通 貨 統 合 へ の参 加 な ど分 か りに くい経 済 の問 題 を 直接 市 民 に語 りか け る
対 話 の路 線 が少 しず っ ジ ョス パ ン支 持 率 を上 げて きて い る とい う(1997
年9月17日,パ リ13大 学経済学部の ジャック ・マジエ教授 の当時 の評価)。
ジ ョスパ ン内 閣 の基 本路 線 は,フ ラ ンス市民 の声 に応 え てy雇 用 創 出
を最 大 の課 題 に した布 陣 とな って い る こ とが うかが え る。 そ の第一 は,
雇 用 ・連 帯 相 と経 済 ・財 政 ・産 業 相 の二 本 の柱 で あ る。雇 用 ・連 帯 相
は,国 立行 政 学 院卒 業 後,労 働 畑 で活 躍 しt91-93に 労 働 ・雇 用 ・職 業 教
育 相 を務 めた マ ル テ ィー ヌ ・オ ブ リ(MartineAubryetdelaSolidarity)。
経 済 ・財政 ・産業 相 は,か つ て ジ ャ ン ・モ ネが 長官 を務 め た こ との あ る
経 済 計 画庁 の副 長 官,パ リ10大 学 の経 済 学 教 授 を務 め た経 済 通 の ド ミ
ニ ッ ク ・ ス ト ロ ス;カ ー ン(DominiqueStrauss-一 一Kahn-Ministrede
陀conomiqdesFinancesetderIndustrie)。 傘 下 に4人 の閣僚 を従 えて い
る。貿 易,予 算,中 小企 業 ・商 業 ・手 工 業,産 業 の4つ の担 当相 で あ る。
これ まで産 業相 は,独 立 した大 臣 で あ ったが,今 回 の内閣 で ス トロ ス ー
カ ー ンが統 括 す る こ とにな った。
フ ラ ンスの行 政 の長 の格 付 け,職 務 は多様 で あ るが第 五 共和 制 以 降,
今 日で はお よそ,3種 類 の閣 僚 の ポ ス トが あ る。 本稿 は内閣 の説 明 を 目
的 とす る もの で は な い の で,詳 細 を 省 くが,近 年 で は(1}ministre(2)
ministredｬ1ｬgue(3>secr6taired喰tatの3つ が あ る。(1)は 何 れ も大 臣
で あ るが,担 当 す る政 権 に よ って特 徴 を 出 そ うとす るた めa常 に同 じ呼
称 とな る こ とはな く,今 回 の ス トロ ス=カ ー ン経 済 ・財 政 ・産 業 相 はそ
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の例 で あ る。 ②,(33は 共 に担 当職 務 が あ り,閣 僚 の ラ ン く付 けの差 で,
ま た ポ ス トの数 は内閣 に よ って異 な る。例 え ば,前 の 内閣 の第二 次 ジ ュ
ペ内 閣時 は,(3)は14の ポス トで あ った が,今 回 は10の ポ ス トの配 分 と
な って い る。 ②,(3}の 日本語 訳 につ いて は,(2}は 付 き副大 臣,付 き担 当
相,(3)は,付 き閣外 相,付 き政 務 長 官,付 き次 官 な ど と訳 され て い るが,
私 は共 に 「付 き担 当相 」 と した。 国 内報道 は,一 般 的 に は 「付 き相 」 と
して い る。
IIジ ョスパ ン 内閣 の 政 策
大統領が保守 中道,政 府 は左翼連立 とい うコア ビタシオ ン(ミ ッテラ
ン大統領時代に,大 統領が社会党,政 府は保守中道という一次,二 次の保革共存
政権を経験 している)で 発足 した ジョスパ ン政権 は,当 面 の最大課題 を(1)
通貨統合 の参加基準 の達成,と りわけ財政赤字 をGDPの3パ ーセ ン ト
以下 に抑 え る,② 失業率が20パ ーセ ン トを上回 った若 年者層 を中心 と
す る失業者救済 に置 き,船 出 した。
社会党 は今回の選挙中次 の公約 を掲 げた。
1一 財政措 置に よ り,公 的部 門 と民 間部 門で若年者層 向けに70万 人
の雇用 を創出す る
2一 賃金水準 を引 き下 げず に法的労働時間 を週39時 間か ら35時 間 に
短縮す る(時 間短縮分で雇用を創出するのが狙い)
3-・公務員 の削減 を中止す る
4-一 部 の製品 に対 す る付加価値税 を見直す
5一 フランステ レコムな ど国営企業の民営化を見直す
6一 通貨統合に は予定通 り参加 す る
7-一 しか し,財 政赤字 のGDP比3%以 下 とい う収敷基準 の緩和 を要
求す る
8一 イ タ リア,ス ペイ ンの通貨統合第一陣への参加 を要求す る
ジ ョスパ ン政権 が推進 す る政策 につ いて,首 相 は,6月19日,国 民議
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会 で初 め て の施 政方 針 演 説 を行 い,基 本 的 に は公 約 を確認 し,民 営 化 に
つ いて は 「国 際競 争 力 の強化 の観 点 か ら場 合 によ って は民 営 化 を実 施 す
る」 との柔 軟路 線 を打 ち出 した。 また,高 速 増 殖 炉 ス ー一パ ー フェニ ック
ス は閉鎖 す る,移 民 法 の 改正 を提 出 す る とも述 べ,お しなべ て,公 務 員
削 減,国 営 企業 の民 営化,社 会福 祉 制 度 の改 革 な ど前 の ジュペ保 守 中道
政 権 の構造 改革 路線 を修 正 した もの とな って い る。 国 際競 争 力 をっ け る
に は自由主 義 的 な構 造 改 革 は避 け て は通 れ な いが,構 造 改革 は短期 的 に
は直 ち に雇 用 増 にっ なが らず,ジ ョスパ ン政 権 は国 内 とEU枠 内 で の雇
用 対策 を推 進 して い くことに な る。
ジ ョスパ ン政 権 の経 済 ・財 政 を取 り仕切 る二 本 の柱 で あ る,オ ブ リ雇
用 ・連 帯 相 は ど ち らか とい う と社 会 福 祉 重 視 の 社 会 民 主 主 義 的 な ヨー
ロ ッパ 路線 に立 ち,ま た ス トロス=カ ー ン経 済 ・財 政 ・産 業 相 は
,柔 軟
な プ ラ グマ テ ックな路 線 に立 っ といわ れ る。 ス トロス ユカ ー ン蔵 相(以
下これを使用するがr経 済 ・財政 ・産業相の こと)はf実 用 主 義 的 な考 え の旗
しょ くを鮮 明 に した見解 を フ ィナ ンシヤ ル ・タイ ム ズ(FinancialTimes ,
SundayJuly23,1997)と の イ ンタ ビュで述 べ て い るの で紹介 した い。
「国 は経 済,特 に財 政 問題 で もはや如 何 な る役 割 も果 た す べ きで な い
とか,公 的 支 出 は レベル や使用 目的 の如 何 を問 わ ず に常 に有 効 で あ る と
い う何 れ の 見解 に も政 府 は組 しな い。 政 府 に と って,投 資 と成 長 の面 で
消 費 指導 型 の景 気 回復 を奨励 す るのが義 務 で あ り,企 業 か ら労 働者 へ富
の再配 分 を図 るの が この方途 の一 っ と考 え る」 と語 った。ま た,「法 定 最
低 賃金 の 引 き上 げ と公 共部 門で の雇 用 創 出 プ ロ グ ラム と相 侯 って,次 に
提 出 す る予 算案 は,消 費 の活 性化 に役 立 っ と思 う。 支 出 を減 ら して もそ
れ を無 駄 に使 うな ら,公 的支 出 を増 や し,赤 字 とな る方 が ま しで あ る」
と述 べ た。 更 に,単 一 通 貨 「ユ ー ロ」 参加 へ の最 大 の関 門 で あ る財政 赤
字 のGDP比3パ ー セ ン ト以 内 達 成 の点 にっ い て,前 の政 権 か ら3 .5
パ ー セ ン トの財 政赤 字 を引 き継 いで い る と した上 で,97年 度 の3パ ーセ
ン ト達 成 は実 現 で きな いか も しれ ない が,98年 度 に は達 成 で きる とい う
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見通 しを述べ,解 釈 に柔軟性 を持たせてい るのが特徴 とな ってい る。
II-1一 失業 者 対策(雇 用対策)
フ ラ ンスで は1960年 代以 降 に就労 可 能 人 口が第 二 次 ベ ビー ブー ムを
反映 して,年 に20万 人 の割 合 で若 年労 働 者 層 が労 働 市 場 に参 入 した。同
時 に フ ラ ンスで は女 性 の職 場進 出 が活 発 で,ま た,植 民地 独 立 に続 い て
移民 労 働 者 の参 入 も労 働 事 情 の も う一 つ の特 徴 とな って い る。 公 務員 の
数 が多 い の も特 徴 の一 つ で あ る。 例 え ば,公 的部 門 の就 労 者 は広義 に は
全体 の3分 の1に 近 い。女 性 にっ いて は,1968年 に は就 労 可 能人 口 の35
パ ーセ ン トだ った のが1996年 に は45パ ー一セ ン トを 占め るに至 った(図
一U-1-1を 参照)。 就 労 可能 人 口 は,1996年3月 で2559万 人 で,男 性
が1407万 人 に対 して,女 性 は1152万 人 で あ る。失 業 率 は,1996年3月
に12.1パ ー セ ン トで あ った が,1997年6月 には12.6パ ーセ ン トと戦 後
の最 悪 を記録 し,失 業 者 は313万900人 とな った。フ ラ ンスで は1980年
代 か ら失 業 率 が上 昇 し,フ ァ ビュー ス政 権時 代 の1986年 に10パ ー セ ン
トを超 え,1988年 の シ ラ ク政 権 時 に10パ ーセ ン ト,そ れか ら一 旦 減 る
図II-1-1性 別,年 令別 の就業 率
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が1992年 か らまた10パ ー
セ ン ト台 とな りジ ュペ政 権
の1997年 に は12パ ー セ ン
ト台 へ と跳 ね上 が った(図
一II1-2を 参照)
。
フ ラ ンス で失 業 者(cho-
meur)と はr雇 用 に関 す る
定 期 的 な ア ンケー トの実施
に よ って(1職 の な い者,②
就 労 可能 な状 態 の者,③ 報
酬 の あ る職 を求 職 中 の者,
・(4)報酬 の あ る職 を積 極 的 に
探 して い る者 の4つ の条 件
を 満 た して い る者 を指 して
(z)
い る。 フ ラ ンス国 立統 計 経
済 研 究所 によ る と,1997年
3月 時 点 の 失 業 率 は12.3
パ ーセ ン トで,前 年3月 時
の12.1パ ー セ ン ト か ら
02パ ー セ ン ト上 回 り,こ
の 一 年 間 で 新 た に5万
3000人 が失 業 した。 これ を
男 女 と も年 令 別 に み る と,
失 業 者 は男性 全 体 で就 労 可
能 な15歳 か ら24歳 まで が
全 体 の24.6パ ー セ ン トで
四人 に一 人 が職 が な い状 態
で,ま た女 性 は32.8
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パ ーセ ン トとほぼ三 人 に一 人 が失 業 して お り,男 女 と もに若 年 層 に しわ
よせ が重 くの しか か って い る こ とが分 か る(表 一II-1-1を 参照)。 フラ
ンス は また,職 務 資格 が厳格 で,技 術,技 能 の 資格 が低 い者 に失 業 の比
重 が かか って い る こ とが次 の表 か らうか が え る(表m-1-2を 参照)。
この他,フ ラ ン ス在 住 外 国 人 の失 業 率 は1990年 に フ ラ ンス 人 が10.4
表II-1-1性 別,年 令別による失業率(%)















































年月資格 1990年1月 1995年3月 1996年3月 1997年3月
免状 な し 13.0 1fi.5 17.2 17.5
第…段階初等免状
(BEPC)
職 業 教 育 免 状
(BEP)
職 業 適 性 証
{CAP)
8.4 XO.7 11.4 11.5
バ カ ロ レ ア s.5 10.1 10.4 11.4
バ カ ロ レ ア 十2
(短 期 コー ス)
3.7 7.4 7.5 8.2
大学 教育修了証 3.5 s.9 7.4 7.3
全体 9.2 11.6 12.1 12.3
出 所:TableauxdeL'EconomieFrangaise,INSEE,1997-1998
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パ ー セ ン トだ っ た の に対 して 外 国 人 は19 .5パ ー セ ン ト,元 フ ラ ン ス領
土 の マ グ レ ブ系 移 民 特 に ア ル ジ ェ リア人 は27.5パ ー セ ン トだ っ喫 。
こうした フランスの失業問題 を考 えるとその要 因 は,
1一 第二次 ベ ビー ブーム期 に誕生 した若年者層が就労可能 な年令 に達
した
2一 賃金体系 は能力給 が基本で年令 的な格差 は大 き くはない。 このた
め,資 格保持者 とか,熟 練労働者が雇用上有利 となる
3一 労働者 はい ったん採用 され ると,労 働組合 の影響力 で,解 雇 され
に くくな り,新 規 の若年労働者 の新規採用 は少な くなる
4一 能力給 はヨーロ ッパ に共通 した システムである
5一 若年労働者 は近年 は転職希望 が強 く,自 発的に離職す る傾 向が あ
(4)
る
6-一女性労働者 にっいて は,家 事か らの解放や託児所 などの普及で,
結婚,出 産 が求職 の障害 とな らな くな る
7一 外国人 について は,戦 後一時期 は不足す る労働者を補充す る役割
を担 ったが,景 気が低迷期 にはいると,職 務 資格の低 さと差別 か
ら失業率 が高 くな り,特 にマグ レブ系移民 の失業率 は高 くな った
こうした労働事情 にあ るフランスで は,構 造的 な失業問題 に加え,企
業 の効率化,吸 収合併,海 外移転 とい った企業 の体質強化 を 目指す産業
の再編成で,国 内での労働者 の増加分 を吸収で きなか った面 もある。 そ
して,1997年 の総選挙 で,深 刻な失業問題 が フラ ンスが直面す る大 きな
社会問題 と して顕在化 した。
ジ ョスパ ン政権 はこ うした中で,オ ブ リ雇用 ・連帯相が失業中の若年
労働者向 けに35万 人 の公 的部 門での雇用創 出の法案 をバ カ ンス最巾の
8月20日 にま とめ た。また,同 時 に賃金水準 を引 き下 げないで,法 定労
働時間を現行の週39時 間か ら35時 間 に短縮す る雇用対策案 をまとめ,
1997年10月1日 に首相府で労使 の代表 を招 いて話 し合 う雇用会議 を開
催 した。
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H-2通 貨 統合 とEU労 働 市 場 情 勢
ジュ ペ 政 権 時 の1997年 に失 業 率 が12パ ー セ ン トを超 え る 中 で,特
に,15-24才 まで の若 年 者層 の失業 は深 刻 で,ジ ュペ首相 は学 生,企 業 の
代 表 を首 相府 に招 いて 「若年 雇 用 会議 」を開催 し,1997-98年 の2年 間 で
凡 そ40万 人 就 労 の機 会 を 若者 に与 え て欲 しい と企 業 に要請 した こ とが
あ る。 しか し,ジ ュペ政 権 は,産 業 の近 代 化 を 目指 して,規 制緩 和,民
営 化,福 祉 保 障制 度 の見 直 し,公 務 員 の削減 とい う構造 改革路 線 を推 進
して い る最 中 の こ とで あ り,一 方 で企 業 は1999年 か らス ター トす る史
上 初 めて の通貨 統 合 を前 に企 業 の生 き残 りを賭 けて,競 争 力強 化 の大 幅
な合 理化 を進 めて い た時期 に あ った。 こ う した状況 下 で は短 期 的 に は失
業 者 を大 量 に吸収 で きる労 働 環 境 はな か った といえ る。
す で に,1980年 代 に,1992年 末 か ら始 ま る市 場 統 合 を 前 に,EU域 内
で の競争,ま た ア メ リカ,日 本 企 業 との競争 とい う経 済 の グ ローバ ル化
を視 野 に入 れ た競争 を迫 られ,企 業 の吸 収 ・合併,提 携 とい う産 業 の再
編 成 の波 が押 し寄 せ た。1988年1月,イ タ リア有数 の実 業 家,オ リベ ッ
テ ィの カ ル ロ ・デ ・ベ ネ デ ィ ッテ イ会長 が,ベ ル ギ ーの有 力企 業 グル ー
プ,ソ シ エ テ ・ジ ェ ネ ラル ・ ド ・ベ ル ジ ック の乗 取 劇 が 嗜矢 とな った
ヨー ロ ッパ の産 業再 編 成 が展 開 され た。 しか し,こ う した民営 化,企 業
合 併 とい った競 争 力 の強 化 を 目指 す企 業 の展 開 は,一 面 的 に は,潜 在 的
な失 業 者 を増 大 させ る結 果 と もな る。
フラ ンスで は,例 え ば,車 の企 業 合 併,提 携 を み るとsプ ジ ョー が シ
トローエ ンを 傘下 に収 め,ル ノ ー と スウ ェー デ ンの ボル ボが提 携 してお
り,自 動 車産 業 の再編 は急 ピ ッチ で進 ん で来 て い る。 ル ノー は,市 場統
合 の後,通 貨 統 合 を睨 ん で,域 内 生 産 拠 点 の再 配 置 に乗 り出 し,ベ ル
ギ ー中部 の ビル ボル ド(vilvoorde)工 場 の移 転 計 画 を発 表 した。 ル ノー
の ビル ボ ル ド工場 閉 鎖 は,失 業 が深 刻 化 す る ヨー ロ ッパ で は大 きな 関心
を呼 ん だ。 フ ラ ンス総選 挙 前 の97年3月,工 場 の閉鎖 反 対 を掲 げ て ブ
リュ ッセ ルで 行 な われ た デモ に は ジ ョスパ ン自身 が参加 した こ と もあ っ
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て,ジ ョスパ ン政 権 に撤 回 の努 力 を期 待 す る声 も出 た と伝 え られ た。
結局,ビ ル ボル ド組 立 工 場 は,ス ペ イ ンに移転 す る こ とが決 ま ったが,
これ は1999年1月 か らス タ ー トす る単 一 通 貨 に スペ イ ンの 参加 が 見 込
まれ,為 替 相 場 の変 動 が な い上 に,生 産 コス トや現地 の購 買 力 を勘 案 し
て スペ イ ンに 白羽 の 矢 を 立 て た と み られ る。 こ の こ と は,ト ヨ タが,
ヨー ロ ッパ の第二 の工 場 を フ ラ ンス に建 設 す る計 画 を明 らか に した こ と
も通 貨統 合 の始動 を視 野 に入 れ た もの とい う ことがで きよ う。 トヨタの
奥 田社 長 は1997年 の年 も押 し迫 った12月9日,パ リで,イ ギ リスに次
いで,ヨ ー ロ ッパ 第 二 の工 場 を フ ラ ンス北 部 の リー一ル市 に近 い バ ラ ン
シェ ンヌ近 郊 に建 設 す る と発 表 した。2001年 か ら小 型車 生 産 を開 始 す る
予 定 とい う ことで あ るが,日 本 の 自動車 メー カ ーの フ ラ ンスへ の進 出 は
トヨ タが初 め て とな る。 通貨 統 合 の発足 を視 野 に入 れi予 想 され る一 層
の 市場 統 合 の流 れ に遅 れ ま い とす る先 行 投 資 とみ る ことが で き よ う。
1992年 末 に発足 した 市場 統 合 前後 の企 業 の再 編成 に続 い て,通 貨 統 合 に
合 わ せ て,企 業 の新 たな再 編成 に発 展 し,同 時 にEU域 内 で の労 働 市場
に も広域 化,再 編 成 の波 が押 し寄 せ る もの と考 え られ る。
H-335万 人 の雇 用創 出計画
フ ラ ンス政 府 は1997年8月20日,公 的部 門 で35万 人 の雇 用 創 出 案
を閣 議決 定 した。 この内 の15万 人 にっ い て は法案 成 立 時 か ら1998年 末
にか けて創 出す る計 画 とな って い る。 今 回 の雇 用 は,5年 間 の個人 契 約
と し,賃 金 は法定 最 低賃 金(現 行で月額手取 り5240フ ランー].0万4,800円[1
フランー20円 としてDを ベ ー ス と し,こ の最低 賃 金 一 全産 業 一 律 ス ライ
ド制 最 低賃 金(SMIC)一 の80パ ー セ ン トは政 府 が財 政 支 出 す る。 残
額 の部 分 は,公 営企 業r地 方 自治 体,低 家 賃 住 宅公 社 な どの雇 用 主 が 負
担 す る こと と し,政 府 は この た め3年 間 に わ た り350億 フ ラ ンを見 込 ん
(5)
で いる。 この公的,準 公的部門での雇用計画 は,選 挙公約 に対 す る初 め
ての回答 といえ るもので,具 体 的な職務 は国家 の意志遂行 とい う任務 に
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は直接かかわ らない,教 育,住 宅,福 祉,文 化,交 通 とい った分野で,
対象者 は15-25才 と失業手当ての受給 資格取得 に必要 な期間働 いた こと
のな い30才 以下 とな って いる。法案 は9月 の特 別国会 に提出 され可決
成 立 した。
保守中道 の シラク大統領 は,8月20日 の閣議で声 明を発表 し,「私個
人 と してはこの法案の精神 しか支持で きな い。公的部門での雇用 はすで
に過去最高 とな って いる」 とし,失 業者 を減 らす には民間部門で の雇用
が有効 であるという見解 を述べてい る。 フランスで は,公 務員,公 共企
業体 な どの職員 の比重が高 く,広 義 の公的部門の雇用者数 は,全 雇用者
(6)
数の約3分 の1に 達す る。解散前 の保守中道政権 は,財 政構造改革路線
に立 ち,国 営企業 の民営化,公 務員数 の削減な どによって,経 済構造 の
改善 を 目指 したが,大 統領 の発言 の裏 には こうした背景 があ る。 通貨
統合後 は国内市場 とEUの 域 内市場 は一層近 くな り,公 に は92年 末か
らの広域市場 になっているわけで,労 働 市場の弾力化,ま た近代化 も課
題 にな って きて いる。 この点 につ いて は,情 報i技 術革命時代 に相応 し
い,職 業訓練,教 育 によって洗練 された労働 力の供給 が求 め られてお り,
また,ボ ーイ ング ・マ グ ドネル ・ダグラスの大型合併 に対抗 してのエア
バ ス ・イ ンダス トリーの株式会社化で は,賃 金,労 働時間などについて
労働 の標準化 に も発展 してい くのではなか ろうか。
皿一4労 働 時間短縮 による雇用創出計画
雇 用創 出の第二 の計画 は,今 の賃 金 のま ま法定労働 時間 を現行 の39
時間か ら35時 間 に短縮 し,4時 間の労働時間で もって新 しい雇用を創 る
とい う狙 いが込 め られてお り,選 挙公 約実施 の二番 手 とな る もので あ
る。
ジ ョスパ ン首相 は,労 働時 間の短縮 にっ いて は,1995年 の大統領選
挙,1997年 の国民議 会議員選挙 の際 に選挙公約 に掲 げ,失 業者 を減 らす
には欠 かせない施策 であると して きた。1997年10月10日,ジ ョスパ ン
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首 相 は,首 相 府(H6telMatignon)に フ ラ ンスの経 営 者 団体 の経 営者 全 国
評 議会(CNDF)と 労 働 側 か ら労 働 総 同盟(CGT一 共産党系),民 主労 働
総 同 盟(CFDT一 社会党系),労 働 者 の力(CGT-FO)な どの主 要 な労
働 組 合 の各 代 表 を招 き,雇 用 会 議 を開 いた。 この席 に は,オ ブ リ雇 用 ・
連帯 相,ス トロス=カ ー ン蔵 相 らが政 府 側 か ら出席 し,ジ ョスパ ン首相
が この労 働 時 間短 縮 案 を説 明 し,協 力 を求 め た。97年10月13日 付 け の
ル ・モ ン ドに よ る と,雇 用 ・賃 金 ・労 働 時 問 に関す る国民 会議 と呼 ばれ
る この雇 用 会議 で,首 相 は次 の よ うに説 明 した。
従業 員10人 以 上 の企 業 は,2000年1月1日 か ら実 施 し,従 業 員 が そ
れ以 下 の企 業 は2002年 か ら実 施 す る こ とと し,こ の法 案 を1998年 初 め
に提 出 す る(国 民議会 に提出 された法案 では10人 以上の企業が20人 以上 の企
業へ変更 している)。 この案 で はa(1贋 金 の 引 き下 げ は しな い,(2))賃 金 引
き上 げ は節 度 あ る もの とす る,(3)選 挙 公 約 に掲 げ た法 定 最 低賃 金 の引 き
上 げ は9S年 以 降 に持 ち越 す とな って い る。 この他,(4)1998年 度 に労 働
時 間 を10パ ー セ ン ト短縮 し,現 在 よ り雇 用人 員 を6パ ー セ ン ト以 上 増
や した企 業 に対 して は,従 業 員一 人 当 た り年 に9000フ ラ ン助 成 す る方
針 を 明 らか に した。
ジ ョスパ ン首 相 は,雇 用 会 議後 の記 者 会見 で 「フ ラ ンスの親 密 な隣人
は,成 長,雇 用,社 会 的結 合 に関 して,際 立 った業 績 を挙 げ た国 もあ る
(7)
が,フ ランスはそれ に見習 う必要 はない」 と述べた。 この発言 は,最 低
賃金 を法制化 せずs社 会福祉 の削減 を含 む英米 の雇用創出方式 は フラン
スの社会質 にそ ぐわない として いる。 また,首 相 は,増 大す る失業 は単
に経済 だけの問題で はな く,「連帯 と責任」感 の啓発 にあると も述べてい
るが,こ れ は労使双方,い やむ しろフランス社会 に対 して,問 題解決 の
基本的 な理念 を訴えた といえ よう。
これ に関す る基本 的枠組みを決 あた法案 は,1998年 初めに議会 に上程
され,2月10日 に国民議会 を通過 し,成 立 に向けて大 きく前進 したが,
施行 の細 目を取 り決 め る法案 は,1999年 に上程 の運 び とな る。来年 の
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1999年 には,改 めて政府 と経営者評議会 の代表 が会談 し,景 気 と企業 の
状況 を検討 し,労 働時間の短縮 に関す る交渉 の進展 の度合 いを踏 まえて
第二 の実施 の細 目を取 り決 めた法案 を提 出す る予定 となる。 その基本 的
な枠組 は,
1一 法定35時 間を越 える 「追加 的労働時間」 の使用の取 り決め
2一 労働時間法 の修正 と変更
3一 管理職 と零細企業 に対す る35時 間の適用
4一 構造的助成(経 営者負担分の引き下げ)の1998-1999年 の設定
な どの細 目に関す るもの とな る。
H-5経 営者 全 国 評議 会が 激 しく反 発
この案 につ いて は,経 営者 団体 の考 え方 は,企 業 の競争 力 が弱 ま る,
逆 に景 気 回復 の足 を 引 っ張 る こ とにな る と して,フ ラ ンス経 営者 全 国評
議 会(ConseilNationalduPatronatFranGais)の ジ ャ ン ・ガ ン ドワ(Jean
Gandois)会 長 が10月10日 の雇 用 会議 か ら3日 後 に辞 任 した。ガ ン ドワ
会 長 の辞任 の理 由 は,ル ・モ ン ドに よ る と,a一 ヨー ロ ッパ建 設 とい う重
要 な 時期 に,フ ラ ンス企 業 の競 争 力 をっ け る,b一 失 業 と排 除 を減 らす た
め に貢 献 す る,砒 よ り積 極 的 で よ り近 代 的 な対 話 の道 を開 けてお くとい
う3つ 目標 を掲 げて努 力 して きたが,政 府 の決 定 は この シナ リオを す っ
か り変 えて しま った と反 発 して い る。 これ に対 して,労 働 界 は この案 を
概 ね好 意 的 に受 け入 れ て い る。
労 働時 間 の短 縮 に よ る雇 用創 出計 画 を ど うみ るか。 最 も厳 しい一 っ の
見 方 と して,10月13日 付 けの英 紙,フ ィナ ンシ ャル ・タイ ム ズが あ る。
これ は,35時 間 の労 働 時 間 の実施 は1999年 提 出の細 目取 り決 めの第 二
の法 案待 ちで あ る こ と,法 定労 働 時 間 を減 らせ て も,現 行 の追 加労 働 時
間(許 容された時間外労働)の 使 用 が 罰 則 な しに認 め られ る可 能 性 が あ る
こ と,追 加 的労 働 時 間 に対 す る手 当 て は,週 単位 で な く年 間 の就 労 時 間
を基 準 に した計算 に な る余 地 が残 されて い る こ と,そ の他,就 労 者 に は
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一 般 の従 業 員 よ り労 働 時 間 の 長 い管 理 職 や
,経 営 陣 もい る こ とな どか
ら,実 際 の効果 は期 待 で きな い ので はな いか とい う見 方 を伝 え て い る。
この労 働 時 間短 縮 プ ロ グ ラムが 有効 に機 能 した場 合 に は50万 人 か ら
100万 人 の雇 用 を創 出 で き ると い う試 算 もあ るよ うで あ るが,ジ ョスパ
ン政 権 が 真 っ正 面 か ら取 り組 ん で い る失 業 者 救 済 の雇 用 対 策 は,ヨ ー
ロ ッパ に共 通 した構 造 的 な失 業 問題 の対 応 策 で あ るだ け に(表 一II-S
lを 参照),EUで は大 きな関心 を持 って 推 移 を見 守 って きて い る。 ジ ョ
スパ ン政 権 はそ れ だ け に,雇 用 対策 は フ ラ ンス国 内 だ けで はな くEU全
体 が抱 え る課題 で あ る と して,域 内 に連 動 す る もの と してEUの 枠 組 み
にっ な げ る経済 外 交 を展 開 して い く。 そ して,こ の こ とは,財 政 出動 を






ベ ル ギ 一 2.0 7.7 8.78.5 8.9
デ ン マ ー ク 0.9 6.4 i+i・ 10.1
ド イ ツ 0.7 4.2 5.97.3 7.9
ギ リ シ ヤ 4.2 3.8 ss83 8.6
ス ペ イ ン 2.8 11.3 18,920.9 22.8
フ ラ ン ス 2.2 6.4 9,711.1 11.7
ア イ ル ラ ン ド 5.7 10.6 15,514.5 15.6
イ タ リ ア 5.2 7.a 9,610.3 10.3
ル クセ ンブル ク o.o 1.7 2.12.5 2.7
オ ラ ン ダ Y.3 7.1 7.46.4 6.6
オ ー ス ト リ ア 1.7 2.5 3.43.7 4.0
ボ ル ト ガ ル 2.5 6.9 6,15.6 5.7
フ ィ ン ラ ン ド 2.3 5.1 4,514.0 16.9
ス ウ ェ ー デ ン 2.0 2.5 2.17.5 9.5
イ ギ リ ス 2.0 6.9 9.09.5 10.4
E U 2.4 s.4 8.9io.o 10.7
ア メ リ カ 4.fi 7.5 5.9fi.fi fi.9


















































































































出所:欧 州委員会,1997年 秋の経済 予測
注一ドイツにっ いて は,1990年 まで は西 ドイッのデー タ。
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か ど うか の鍵 を 握 る財 政 赤 字 の削 減 問 題 と も絡 んで い る こ とか ら,「 雇
用 」 と 「通 貨統 合 」 は同 じ土 俵 の上 で新 た な展 開 を みせ る こ とにな る。
特 に ジ ョスパ ン政 権 の誕 生 に最 大 限 の関心 と懸念 を持 って見 守 って き
た の は ドイ ッの コ ー ル政 権 で あ ろ う。 フ ラ ンス と ドイ ッ は戦 後,ヨ ー
ロ ッパ の復 活 は独 仏 和解 に よ る統 合 以外 に な い と して,1957年 の ロー マ
条 約調 印後,ヨ ー ロ ッパ の統 合 を主導 す る役 割 を担 って きた。1995年 の
マ ドリー ドで のEU首 脳 会議 が1999年1月1日 か ら単一 通 貨 「ユ ー ロ」
の ス ター トで合 意 した後 で、 また,1997年 は,参 加条 件 で あ る財 政 赤字
のGDP比3パ ー一セ ン ト以下,政 府 債 務 のGDP比 の60パ ー セ ン ト以
下 の達成 な ど とい う収 敏 基準(convergencecriteria)を 満 たせ るか ど うか
の瀬 戸 際 の時期 で あ ただ けに,ジ ョスパ ン政権 の発 足 に よ って ドイ ツ は
緊 張 して い たの で あ る。
皿 独仏基軸のきしみと再始動
その最 初 の難 問 は,単 一 通貨 「ユ ー ロ」 の安 定 を確 実 にす るた め,参
加 国 の財 政 を規律 す る 「安 定 協定 」 に向 け られ た。 フ ラ ンスの社 会 党 は
選 挙 中 に,単 一 通 貨 参加 基 準(収 敏基準)の 緩 和 を求 め る意 向 を示 して い
た ため,フ ラ ンスの新 た な反応 が注 目 され て い た。発 足 直後 の6月9日,
ル クセ ンブル クで開 かれ たEU蔵 相 会議 で,フ ラ ンスの ス トロス ニカ ー
ン蔵 相 が,「 安 定 協定 を再 考 す る猶予 期 間 が必 要 で あ る」とい う見 解 を表
明 した。ユm(euro)を 安 定 させ るた め に は財 政 規律 は絶対 に欠 か せ な
い と して条件 を 固守 す る ドイ ッ と異 な る発 言 で あ る。 またzス トロス=
カー ン蔵相 は,単 一 通 貨発 足 後 に設 立 され る欧 州 中央 銀行 とは別 に,参
加 国 で構 成 す る 「経済 政 府」 の新設 を提 唱 した。 フ ラ ンスの蔵相 の真 意
は,a一 ダ ブ リンで1996年12月 に合意 して い る財 政 の安 定協 定 を蒸 し返
す こ とはな いが,b一 加盟 国 が加 盟 後 に財政 赤字 がGDPの3パ ー セ ン ト
を超 え た場 合 に 罰金 を課 す か ど うか の条項 を採 択 す る前 に,成 長 と雇 用
の問題 も考 慮 す る必要 が あ るとい う もので あ った。
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皿一1ア ム ス テル ダム 首脳 会 議
これ に対 して,ド イ ッの ワイゲ ル蔵 相(TeoWaiger)は ,ダ ブ リン交 渉
で決 ま った こ とは問題 にす る こ とはで きな い,ま た成 長 と雇 用 の問題 に
つ いて は フ ラ ンスの要求 に対 して慎 重 な態 度 を取 ったが
,ド イ ツで は疑
念を もって受 け止め られた と伝 え られ喫.そ れだ1ナに6服17の 両
日sア ム ス テ ル ダ ムで 開 くEU首 脳 会 議 の 推 移 に大 きな 関心 が 集 ま っ
た。この ア ムス テル ダム首 脳 会議 は,マ ー ス ト リヒ ト条 約(欧 州連合条約)
を見 直 す た め1996年3月 か ら続 け て きた政 府 間協 議 を締 め く くる 日程
とな って い るだ けに重要 な会議 で あ った。 本 稿 は,フ ラ ンスか ら見 た世
界 に重 点 を置 いて い るので,単 一 通 貨 にか か わ る財 政 安 定協 定 とそれ に
関連 した テ ーマ に限定 す る。
アム ス テル ダム首 脳 会議 に は フ ラ ンス側 か らシ ラ ク大統 領 ,ジ ョスパ
ン首相,ド イ ッか らコー ル首 相(HelmutKohl)が 参 加 し,結 論 的 に は妥
協 が成 立 し,独 仏 関係 の修 復 が成 り,独 仏 基 軸 は新 た な軌 道 に乗 った。
ドイ ッが強 く主 張 した,財 政 安 定 協定 は修 正 な く採 択 され,ま た フ ラ ン
スが提 案 した成 長 と雇 用 にっ い て は決 議 案 が採 択 され たの で あ る。5月
に就 任 して以 来 「ニ ュー ブ レア」 の新 風 を巻 きお こ した イギ リスの ブ レ
ア首相が独仏の仲介 に動 いたと もいわれ留.こ の媒_時 危惧 され た
ヨー ロを め ぐる独 仏 の危 機 は今 回 の ア ム ステ ル ダムの妥 協 で一 応 の決 着
を み,フ ラ ンスは時 の推 移 と と もに現 実 路 線 を と って い く。
安 定協 定 に は,目 的,制 裁 規 定,制 裁 の例外 規 定 が 盛 り込 ま れて い る
が(注 一制裁規定の中に,「 ある参加国の財政赤字 が国内総生産の3パ ーセン ト
を超 えた場合,国 内総生産比の0.5パ ーセ ン トを上限 に欧州連合が制裁金を課
しt無 利子で積み立て る。2年 以内に財政赤字が減少 しない場合には,制 裁金 は没
収 され,欧 州連合財源の一部 として参加国のために使用す る」),こ の安 定 協定
は大 きな意 味 が あ る。 単一通 貨(マ ース トリヒ ト条約 に基づ く経済通貨同盟
の第三段階への移行)の 参加 条 件 は,a一 イ ンフ レ率,b一 長 期 金 利,C一 財 政
赤 字,d一 政 府 債 務残 高,e一 為替 レー トの収 敏 基 準 を満 た して い るか ど う
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かで決 ま るが,こ の うち財 政 赤 字 のGDP比3パ ーセ ン ト以 内 はユ ー ロ
の安定 の持続 に は欠 か せ な い財 政上 の条 件 で あ る。
この参 加 の条 件 を満 た して い るか ど うか の判 定 につ い て は,マ ー ス ト
リ ヒ ト条 約109J条 項 に基 づ いて,ブ リュ ッセ ル の欧 州 委 員会 と フ ラ ン
ク フル トの欧 州通 貨 機i関(EMDが1998年3月 に資格 に関 す る報 告書
を発表 し,参 加 国 に関 す る勧 告 の準 備 作 業 に入 る。次 いで,1998年5月
の第一 週 に ブ リュ ッセ ルで 欧州 連 合議 長 の イ ギ リス の ブ レア首 相 の司会
の下 にEU首 脳 会 議 を 開 きs蔵 相 理 事 会 の勧 告 に基 づ い て,予 定 通 り
1999年1月1日 か ら通 貨 統 合 を開始 す るか ど うか,開 始 す る場 合 に は ど
の国 が参 加 す るか を決 定 す る。参 加 資 格 の判 定 の基 準 は,1997年 の収敏
基 準 と1998年 の収 敏 の予 測 値 。 欧州 委 員会 が1997年10月14日 に発表
した1997年 秋 の経 済 予 測 で は,財 政 赤 字 にっ いて は3パ ー セ ン トを上
回 る国 は,4.2パ ー セ ン トの ギ リシ ャ,3」 パ ーセ ン トの フ ラ ンス とな っ
て い る。 しか し,欧 州 委員 会 は,フ ラ ンス は98年 に は3.0パ ーセ ン トを
達 成 す る見 通 しで,ま た 現 在 の財 政 緊 縮 策 次 第 で は,97年 度 中 の3.0
パ ー セ ン ト達 成 も可 能 と して,参 加 基準 に達 しない ギ リシャ,不 参 加 の
移行 を表 明 して い る デ ンマ ー ク,ス ウ ェーデ ン,そ れ に イギ リスを除 い
た11ヵ 国 が第一 陣 に参 加 す る見 通 しで あ る ことを明 らか に した(表 一皿
一1)
。イギ リスで は,1997年5月 の総 選 挙 で労 働 党 が圧 勝 し,18年 振 り
に政 権 を掌握 し,通 貨 統 合 につ いて は意欲 的 で あ るが,現 段 階(1998年3
月)で は1999年1月 ス タ ー トに は間 に合 わ な い とす る 見 方 が 大 勢 で
あ った。また,イ タ リア は97年 に は3パ ーセ ン トを達 成 す る と予 測 して
い るが,98年 につ い て は3、7パ ー セ ン トと予 測 し,改 善 が必 要 と され
た。一 方 欧 州通 貨 機 関 当局 者 に はS財 政 赤字 が3パ ーセ ン ト以 内 と い う
の はi必 ず しも3.0パ ーセ ン トの ことを意 味 しな い とい う見方 もあ り,
同 時 に重 要 な こ とは安 定協 定 で歯止 め を掛 けて い る通 り,財 政 赤 字 を3
(io)
パ ー セ ン ト以 下 に持 続 で き るのか ど うか の持 続 性 に あ る と して い る。
一 方
,フ ラ ンスが提 案 した成 長 と雇 用 の問題 は,決 議 案 と して採 択 さ
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表 一 皿一1
財政収支(97年)(98年) 政府債務
ベ ル ギ ー 一2 .6 一2 .3 124.7
デ ン マ ー ク 十一1.3 十1.9 s70
ド イ ツ 一3 .0 一2 .6 ・
ギ リ シ ャ 一4 .2 一3 .0 109.3
ス ペ イ ン 一2 .9 一2 .4 68.1
フ ラ ン ス 一一一3 .1 一3 .0 573
ア イ ル ラ ン ド 十Q.fi 十L2 ・
イ タ リ ア 一3 .0 一3 .7 123.2
ル クセ ン ブ ル ク 十L6 十LO 6.7
オ ラ ン ダ 一2 .1 一1 .9 73.4
オ ー ス ト リ ア 一一2 .8 一一2 .6 66.1
ポ ル ト ガ ル 一2 .7 一一2 .4 62.5
フ ィ ン ラ ン ド 一L4 一 〇.2 59.0
ス ウ ェ ー デ ン 一1 、9
一 〇
.2 77.4
イ ギ リ ス 2.0 一 〇.6 X2.9





















98年 は 何 れ
れ,ア ム ス テル ダム条 約 の中 に 「雇 用 」と して新 設 され た。1997年10月
(11)
2日 に加 盟 各 国首 脳 が調 印 した条 約 の109n条 か ら109s条 に わ た るが,
主 な点 を以 下 に紹 介 して お きた い(要 約)。
皿一2ア ム ステルダム条約 の雇用 に関する条項
1‐109n条 一加盟国 と共同体 は,雇 用,特 に,経 済情勢の変化 に対応
で きる,技 能 を持 ち,熟 練 された適応力 のある労働力 と労働市場
を奨励す るための統一戦 略を立て る。
2-1090条2項 一加盟国 は,雇 用 の促進 を共通の関心事 とみな し,閣
僚理事会 の枠内で行動 を調 整す る。
3-109q条1項 一欧州理事会(首 脳会議)は,毎 年共 同体内の雇用情勢
を検討 し,理 事会 と委員会が作成す る共同の年次報告書に基づ い
C276) フ ラ ン ス1997年 一一 ジ ョ ス パ ン政 権 発 足 の こ の 一 年 一 一87
て結論 を採択 す る。
4一 同条2項 一欧州理事会 の結論 に基づ いて,閣 僚理事会 は加盟各国
が雇用政策 に関 して考慮 に入 れるガイ ドライ ン(指 針)を 作成す
るa
5一 同条4項 一閣僚理事会 は,雇 用の指針 に照 らして,加 盟各国 によ
る雇用政策 の実施状況 を審査 す る。理事会 は,委 員会か らの勧告
に基づいて,適 当で あると考 える場合 には,特 定多数決 で もって
加盟国 に勧告す ることがで きる。
6一 同条5項 一審査 の結果 に基づ いて,閣 僚理事会 と委員会 は,雇 用
情勢 と雇用 の指針 の実施 状況 にっ いて欧州理事会 に共同で年次報
告 を行 な う。
7‐109s条 一閣僚理事会 は,雇 用 と労働市場政策 に関す る加盟国間の
調整を促すため,諮 問の地位を持っ雇用委員会を設置す る。雇用
委員会 は,加 盟国 と共同体 の雇用情勢 と雇用政策 を監視 す る。
これ につ いて は,フ ラ ンスと ドイッは と もに満足 の意 向 を表 明 した
が,妥 協 の内実 は異な る。 フランスは雇用が今後,ヨ ー ロッパの優先事
項 にな った と受 け止 めてい るのに対 して,ド イツは雇用のために新規 の
追加支出は義務づ け られなか った とい う見方 を してい る。 フラ ンスは自
国最優先の課題 とな った失業対策 と して,雇 用基金の創設 を提案 し,各
国 に新 たな財政支出を求 めた。 しか し ドイ ッが新規 の財政支 出に依存 し
ない考えに立 ち,イ ギ リス,オ ランダも柔軟 な労働市場政策 によって雇
用を改善す るとい う立場 に立 っていた。労働党 のイギ リスは,こ れ まで
と異 な りよ り積極的 にEUに 参入 す る姿勢 を取 り始 め・雇用問題 につ い
て も,柔 軟 な労働市場 に立脚 した考え方 を提示 す るとい う独 自の,し か
しどち らかとい うと現段階で は ドイッに近 いアプローチを取 って きてい
る0
とはいえ,各 国 とも失業対策 が重要 な ことは認識 してお り,今 回の妥
協 が成立 した といえ る。現 に ドイツ自身雇用情勢 は険 しく,ド イッ連邦
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雇 用庁 に よ る と,失 業 者 は1997年2月 に467万2000人 と戦 後 の最悪 を
記 録 し,1998年1月 に は失 業 率12 .6パ ー セ ン ト,失 業 者 数482万 人 と
最 悪 を更 新 特 に 旧 東 ドイ ツ で失 業 率 が21 .1パ ー セ ン トと初 あ て20
パ ーセ ン トを上 回 った(98年2月6日 付 けの日本経済新聞)
。 ドイ ツへ は旧
ユ ー ゴ ス ラ ビア な ど旧東 ヨー ロ
ッパ 圏 か らの 難 民,労 働 者 の 流入 も多
く,雇 用 問題 は決 して対 岸 の火 事 で はな く,ま た通貨 統 合 後 に労 働 市場
は・EUの 域 内 問題 と して の在 り方 が 一段 と問 わ れ る こ とにな ろ う
。 そ
して・ 新 規 の 財政 支 出 は採 用 され て は いな いが
,成 長 と雇 用 に関 す る決
議 は・ 欧州 投 資銀 行 を通 じて中小 のハ イ テ ク企業 向 け に低利 の融 資 を し
た り,ヨ ー ロ ッパ横 断 イ ンフ ラ ・ネ ッ トワー クな ど未 開拓 の分野 へ の融
資 備 じる こ とに よ って 耀 用 を創 出す る とい う発想 を提示 した
。
ル ・モ ン ド(1997年6月21日)は
,雇 用 に関 す る決 議 の中 で,ス トロス
eカ ー ン蔵 相 の 目 に映 る最 も重要 な の は
,財 政 以外 に経 済政 策 の調 整 に
関 す る もの だ と して い る。 これ は単 一 通 貨 を取 り仕 切 る独 立 した存 在 の
欧州 中央銀 行 の外 に,加 盟 国 に よ る経 済政 策 の協 議機 関 とで もい う調整
機 能 が必 用 で あ る点 を切 り出 した訳 で,通 貨統 合 は全 て欧州 中央銀 行 に
任 せ るので はな く,そ れ を取 り巻 く経 済 環 境 を政 治 的 に取 り仕 切 る必用
が あ る と して経 済政 府(こ の段階)の 必要 性 を打 ち出 した もの と解釈 で き
る。 今 回 の ア ム ステ ル ダ ム首 脳 会議 はs
(1>フ ラ ンス は財 政 安 定協 定再 考 の必要 はな い もの の
,雇 用 創 出 に は
財 政 出動 が必 要 な こと,ま た ユ ー ロの コ ン トロー ル は欧 州 中央 銀 行
にだ け任 せ るの で はな く,加 盟 国 に よ る経 済 政策 を調 整 す る場 と し
て の経 済政 府 が必 要 な ことを主 張 した。 これ に対 して,
② ドイ ッ はユ ー ロの安 定 に は厳 格 な財政 規 律 が必 要 不 可欠 で あ り
,
雇 用 対 策 にっ いて は追 加 的 な財 政 出動 は必要 で はな い
,ま た欧州 中
央 銀行 はマ ー ス トリヒ ト条約 に規 定 され て い る通 り独 立 した存 在 で
あ り,経 済政 府 に つ いて は今 後 の協 議 の場 で 図 られ ると い う もの で
あ った。 結局 フ ラ ンス は,ジ ョスパ ン政 権 に な って[Europesoc 一
0274) フランス1997年 一 ジ ョスパ ン政権発足の この一一年一89
iale]の 路 線 に立 っ た の に 対 して,ド イ ッ の コ ー ル 保 守 政 権 は基 本
的 に は[Europeliberale]の 路 線 に立 って い た 。
皿一3欧 州中央銀行 と経済政府 の関連
ところで,単 一通貨発足確定後 に設立 され る欧州中央銀行 と加盟国
の中央銀行か らな る欧州 中央銀行制度(ECBS)の 最大 の任務 は,物 価 の
安定 で(マ ーストリヒト条約105条),通 貨政策 の策定,履 行,外 国為替操
作,加 盟国の外貨準備 の保有,決 済体制 の円滑 な運用が基本的な職務で
あるが,欧 州中央銀行 は独立 した存在 とな る。 通貨統合,っ ま り,経 済
通貨 同盟 の第三段階への移行 を準備 しているフランクフル トの欧州通貨
(12)
機 関 に よ る と,欧 州 中央 銀 行 の意 思 決定 機 関 は次 の三 っ か ら成 る。
1一 執 行理 事会(ExecutiveB・ard)4G裁 副 総 裁i最 高4人 まで の理
事
2一 運 営 評議 会(G・verningCouncil)一 執 行機 関 の メ ンバ ー とユ ー ロ
加 盟 国 の中 央銀 行 総裁 か ら成 る
3-一一一一般 評議 会(GeneralCouncil)一 執 行 理事 会 の総 裁t副 総 裁 とEU
加盟 国 の中央 銀行 総 裁
この うち最 も重 要 な意志 決 定 機 関 は運 営評 議 会 で,欧 州 中 央銀 行 の通
貨 政 策 に関す る全 ての 問題 を決定 す る。 執 行 理事 会 は運営 評 議会 の指 針
と決 定 に従 って 単一 通 貨政 策 を実 施 に移 し,ユ ー ロ圏 加 盟国 の 巾央 銀行
に対 して指 示 す る こ とにな って い る(参 考:表 一IK-3-1)。 また,ユ ー
ロ不 参化 国 が い る場 合 に は,一 般 評 議 会 が運 営評 議 会 に対 して補佐 的 な
立場 に立 っ。欧 州通 貨機 関 に よ る と,欧 州 中央銀 行 は98年7月1日 まで
に設 立 され る ことに な ってお り,本 部 は現 在 の欧 州 通貨 機 関 の あ る フ ラ
ン ク フル トの ユ ー ロ タ ワ ー に置 か れ,す で に コ ン ピュ ー ター ・ネ ッ ト
ワー クや法体 系 の システ ムづ くりの準 備 が完 了 して い る。 フ ラ ンク フル
トで の最 大 の関心 は,98年3月 現 在 で,総 裁 の椅 子 で,総 裁 を含 め執 行
理 事 会 の メ ンバ ー は,EU蔵 相 理事 会 の勧 告 に基 づ き,欧 州 議 会 と欧州
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表一 皿一3-1EU加 盟国 と通貨の呼称(英 語表記)
通貨
国名(英 語表記)通 貨単位(英 語表記)
ベ ル ギ ー(Belgium)フ ラ ン
デ ン マ ー ク(Denmark)ク ロ ー ネ
ド イ ッ(Germany)マ ル ク
ギ リ シ ャ(Greece)ド ラ ク マ
ス ペ イ ン(Spain)ペ セ タ
フ ラ ン ス(France)フ ラ ン
ア イ ル ラ ン ド(Ireland)ポ ン ド
イ タ リ ア(ltaly)リ ラ
ル ク セ ン ブ ル ク(Luxembourg)フ ラ ン
オ ラ ン ダ(Netherlands)ギ ル ダ ー・
オ ー ス ト リ ア(Austria)シ リ ン グ
ポ ル ト ガ ル(PortugaDエ ス ク ー ド
フ ィ ン ラ ン ド(Finland)マ ル ッカ
ス ウ ェ ー一デ ン(Sweden)ク ロ ー ナ
イ ギ リ ス(UnitedKingdom)ポ ン ド
日 本(Japan)円


















通貨機関 に諮 った後 に,加 盟国首脳 の一致 した合意 で任命 され る(欧 州
中央銀行制度と欧州中央銀行付属議定書50条)。
欧州中央銀行制度 に関 して は,様 々な論議があ る し,ま たあ る。一 っ
はアメ リカの連邦準備制度 の過程 との比較論 であ る。 アメ リカ とEUの
共通点 を挙 げ,ア メ リカ連邦準備制度 は,妥 協 の産物 で,ア メ リカの地
域の利益や関心 に照 らして大 陸の経済のバ ラ ンスを保 ち,妥 協 の必要か
ら惹起す る問題 の解決 には長年 かか り,最 終的 には経済統合 の必要性が
究極的 な解決策を編 み出 し,政 治的な システムが準備制度 の機構,権 限
(13)
な どを 変 え た と い う考 え方 で あ る。 そ して,プ リン ス トン大 学 の ピー
ター ・ケ ナ ン教授 は この著 書 の中 で}こ の ことは必 ず ヨー ロ ッパ で も起
き,発 足 時 の欧 州 中央 銀 行 制度 は生 まれ変 わ る機 構 とは全 く異 な る もの
にな るか も知 れ ない と も予 測 して い る。 ケ ナ ン教 授 は この 中 で,一 般 評
議 会 は運 営 評議 会 か ら事 前 の協議 を受 けね ば な らな い ことに は な って お
(272) フランス1997年 一 一 ジ ョスパ ン政権発足の この一年一91
らず,大 国 が第一 陣不参加 の場合 には非参加国 の中央銀行総裁 と欧州 中
央銀行総裁か ら成 る新機関の設置が必要 とはな らないか とい う見解 も示
(14)
して い る。
一 方 で,欧 州 中 央 銀 行 が コ ン トロ ー ルす る通 貨 統 合 は時 間 の問 題 に
な って い る今 日,論 議 の焦 点 は,通 貨 同盟 に正 当性 を付 与 す るた め,政
治 的 な手 段 で さ らな る統 合 を進 め る必 要 が あ るのか ど うか で あ る。 イ ギ
リスの元 蔵 相 の ケ ネ ス ・ク ラー クな ど一 部 は,通 貨 同盟 がEUが 連 邦 同
盟 に発 展 して い く大 きな一 歩 とな る必 要 が あ る と考 え るの は誤 りだ と し
て い るの に対 して,フ ラ ンス出身 の元 欧州 委 員 会委 員 長 の ジ ャ ック ・ド
く　 ラ
ロー ル とい った ネ オ ・フ ァ ンク シ ョナ リス トの考 え方 もあ る。 ジ ャ ン ・
モ ネや ロベ ール ・シュー マ ンが かっ て,最 低 限 の機構 を持 つ特 定 の経 済
分 野 に お け る協 力 は,新 た な超 国家 機 構 を持 つ政 治 分 野 に溢 出効 果 を招
くと信 じた よ うに,ネ オ ・フ ァンク シ ョナ リス トは,通 貨 同盟 を成 功 さ
せ るに は他 の分 野 で の新 た な超 国 家機構,例 え ば,財 政 や雇用 政 策 の分
野 に欧 州 経 済政 府 とい った機構 を必 要 だ と考 えて い る。
パ リ13大 学 経 済学 部 の ジ ャ ック ・マ ジエ教 授 も この見解 に立 ち,独
自性 を持 つ欧 州 中 央銀 行 は現在 の ドイ ッの連邦 銀 行 や アメ リカの連邦 準
備 制 度 よ り大 き く,独 自の権 限 を行 使 す るが,一 方 で は域 内金 融政 策担
当 の欧州 中央 銀行 と為 替 レー ト政策 の一 般 的 な方 針 を決 め る蔵 相理 事 会
との間 の責 任 分 担 の線 引 をす る機 関 は何 もな く,「 経 済 政府 」 あ る い は
ヨー ロ ッパ にお け る連邦 当局 が存 在 しない と欧 州 中央銀 行 が為 替 レー ト
政 策 を 独 占す る リス クは現 実 の もの とな る と して い る。 また,レ ギ ュ ラ
シ オ ン学派 の マ ジエ教 授 は,一 方 で は各 国 の独 自の財政 政策 が存在 し,
他方 で全 体 の連 邦 予算 が な い状 態 で は,通 貨 同盟 内で経 済 政策 を調 整 す
る困難 は解 決 され な い と して,経 済 政 策 の調 整 機 関 の必要 性 を 唱 えて い
(16)
。 この問題 は,12月 に ル クセ ンブル クで 開 か れ たEUサ ミッ トに発 展
して い く。
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IVワ イマールの独仏首脳会談
1997年9月18,19の 両 日,ド イ ッの ワイ マ ー一ル で,ド イ ッ側 か らコー
ル首相,フ ラ ンス側 か らシ ラ ク大 統 領 ,ジ ョスパ ン首相 が 出席 して,独
仏 首脳 会談 が 開 かれ た。 会談 の焦 点 は,ω 秋 に予定 され るEUの 雇 用 サ
ミッ ッ トに向 け ての雇 用 問題 と,② 通 貨 統 合 を取 り仕 切 る欧 州 中央銀 行
の問 題 で あ った。 先 の ア ム ス テル ダムで のEU首 脳 会議 で,フ ラ ンス は
欧 州 中 央銀 行 との関 連 で経 済 政府 の必 要性 を主 張 し,欧 州 中 央銀 行 の独
立 性 を主 張 す る ドイ ッ側 に警 戒感 を抱 か せ た が,結 論 的 に は,(1)単 一通
貨 は予 定 通 りス ター トさせ る,② 欧 州 中央 銀 行 は,マ ー ス トリヒ ト条約
に規 定 され て い る通 り,独 立 した存在 で,他 か らの 干渉 を受 け な い(マ ー
ス トリヒト条約107条,欧 州中央銀行制度,欧 州中央銀行の定款に関す る付属議
定書7条 にその独立性が うたわれている),⑧ ユ ー ロ圏 の経 済 政 策 を調 整 す
る非 公式 の場 を設 け る ことで一 致 した。
コール首 相 は,会 談 後 の シ ラク大統 領 との共 同会 見 で,「独仏 両 国 は通
貨統 合 参 加基 準 を達 成 す る もの と確信 して い る。 国際 金 融都 市 シテ ィ も
ユ ー ロへ の参 加 を望 ん で い る と考 え る」 と述 べ た が
tル ・モ ン ド紙(9月
22日)は,「 双方 と も両 国 関 係 の正 常 化 の意 志 を表 明 した もの で あ り
,背
景 に は,単 一 通貨 の開始 を は っ き りさせ る微 妙 な時期 に あ る こと,1998
年9月 に ドイ ツで総 選挙 が予 定 され て い る ことか ら ジ ョスパ ン首 相 と し
て協 調 的 な態度 に 出 た もの」 と評 して い る。 しか し,こ れ は当然 の帰結
で あ っ た。 独 仏 が通 貨 統 合 を 牽 引 して きた こ とか らす れ ば,大 前 提 の
ユ ー ロ開始 で合 意 す るの は 自然 で あ る し,ま た,フ ラ ンスが財 政 赤字 の
3パ ー セ ン ト削 減 を 見通 せ る状況 に な って きた こ とか ら,3パ ー セ ン ト
達 成 に よ る開始 に 自信 が 出 た こ と,ま た,ド イ ッか らす れ ば,欧 州 中央
銀 行 の独 立性 は不 可 逆 的 な合 意 で あ る し,フ ラ ンスの い う経 済政 策 の調
整 機 関 の話 は(当 初 は経済政府 とフランス側 は言 っていた)加 盟 国 によ る非
公 式 協 議 の場 で あ れ ば 妥 協 は で き るわ けで あ る。 コ ー ル 首相 に と って
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は,1991年1月1日 の ゴーサ イ ンを確実 にす る こ とが9月 の総選 挙 で戦
う切 札 で あ る と考 え るの は 自然 の成 り行 きで あ ろ う。
ただ しy欧 州 中央 銀行 の総 裁 の椅 子 につ いて は,対 立 の火種 は残 って
い た。 欧州 中央銀 行 総 裁 の ポ ス トは,任 期8年 の初代 総 裁,副 総 裁,理
事 の任 命 は欧 州 中央 銀 行 制度 が,ユ ロの金 利(公 定歩合)を 決定 す る とい
う観 点 か らす れ ば重 要 な要素 とな る。 総 裁 を初 め とす る執 行 機 関 の メ ン
バ ー は1998年5月 のEU首 脳 会 議 で決 ま っ たが,前 オ ラ ンダ中央 銀 行
総 裁 で現 欧 州通 貨 機 関総 裁 の ドイセ ンベル ク氏(WillemF.Duisenberg)
が有 力候 補 と報 道 されて いた が,1997年11月4日 にな って フ ラ ンス政
府 が フ ラ ンス中 央銀 行 総 裁 の トリシェ(Jean-ClaudeTrichet)氏 を推 す と
発 表 す るな ど舞 台裏 で の駆 け引 きが 活発 化 した。(注:EUは,1998年5月
3日,ブ リッセルの首脳会議 で,1999年1月 か らスター トする通貨統合への第一
次参加国 を11力 国 と決定,ま た初代 の欧州中央銀行総裁 に ドイセンベルク氏を
選出 した。 ドイセ ンベルク初代総裁 は8年 の任期を4年 で辞 し,フ ランスが推 し
た トリシェ氏に総裁職を譲 ることで妥協が成立 した 〔1998年5月4日 付け朝 日新
聞〕)。
N-1エ アバ ス株 式 会社 化 で合 意
「欧 州 の戦 略 的 企業 の 一 つ,旅 客 機 メー カー の エ アバ ス ・イ ン ダス ト
リーの共 同株 式 会 社 化 へ合 意 」 一 これが 独仏 首 脳会 談 の実効 性 の あ る成
果 といえ る。 フラ ンスで はハ イ テ ク技 術 の航 空 ・宇宙 産 業 は,軍 事産 業
と密接 な 関係 にあ り,戦 闘機 か らヘ リコプ タ ー,ミ サ イル,衛 星 打 ち上
げ ロケ ッ トに至 る まで幅 広 く,特 に,航 空 ・宇 宙 産 業 の 中 で は,イ ギ リ
ッ,ド イ ッ,フ ラ ンス,ス ペイ ンの合弁 の国営 事 業 で あ るエ アバ ス ・イ
ンダ ス トリーの 「エ アバ ス」,衛 星 打 ち上 げ用 ロケ ッ ト 「ア リア ン」な ど
が 知 られて い る。航 空 機 産 業 はパ リ地方 や南 西 部(ボ ル ドー,ッ ールーズ)
に集 中 し10万 人 の従 業 員 が稼 働(ア エロスパ シャル),ま た宇宙 産 業 で は
打 ち上 げ用 ロケ ッ ト,ア リア ンや デ ィア マ ンを開 発 して い る。
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こ う した 中で,エ アバ ス ・イ ンダス トリー の株 式 会社 化 を推 進 す る こ
とで合 意 した。 ヨー ロ ッパ で は防 衛 航 空,宇 宙,通 信 部 門 で の再 編 を
進 め,世 界最 大 の ボ ー イ ング とマ ク ドネル ・ダ グ ラス社 の合併 に対 抗 す
る に は,エ アバ スを再 構 築 して競 争 力 をっ け る こ とが大 きな課 題 とな っ
て い る。 ジュペ政権 時 に は自国産 業 の再編 によ る競争 力 の強化 を考 え,
1997年 夏 まで は,国 営 企 業 の ア エ ロ スパ シ ャル社,戦 闘 機 メ ー カ ー の
ダ ッ ソー 嬬 ブ レゲ社 の合 併 が エ アバ ス再 構 築 の前 提 と して い た。 しか
し,ボ ー イ ング社 が マ ク ドネル ・ダグ ラ ス社 を97年8月 に買 収 し,合 併
す る ことに な った っ こ とか ら,ジ ョスパ ン政 権 は欧 州 内 で の協 力 によ る
再 建 に路 線 を変更 し,今 回 の ワイ マ ール で の合意 とな った。 私 は ドゴー
ル治 世 下 に フ ラ ンスに滞 在 して い た1960年 代,ド ゴ ール大 統 領 は イギ
ル スのEEC加 盟 に拒 否 権 を発動 して い なが ら,同 時 に イギ リス との 間
に超 音 速 旅 客機 コ ンコル ドの開 発 に合 意 した の を 目 の あ た りに して お
り,ヨ ー ロ ッパ 人 の 現 実 主 義 的 ア プ ロ ー チ に改 め て思 い を致 す の で あ
る。
ワイ マ ール会談 で は,エ ア バ ス ・イ ンダス トリー の株 式 会社 化 は1999
年1月 と し,エ アバ ス ・イ ンダ ス トリー企 業 共 同体 参加 の フ ラ ンスの ア
エ ロスパ シ ャル(Aerospatial),イ ギ リスの ブ リテ ィシ ュ ・ア エ ロス ペ ー
ス(BritishAerospace),ド イ ツの ダイ ム ラー ・ベ ンツ ・アエ ロスペ ー・ス
(DASA),ス ペ イ ンの カ ーサ(CASA)を 再編 す る線 に も協 議 が進 め られ
た の で あ る。 株 式 会 社化 で合 意 の前 に,ア メ リカ と欧州 委 員会 の間 に は
す で に今後 の世 界 の航 空 市 場 を視 野 に入 れ た確 執 が あ った。 欧 州 委 員会
はyボ ー イ ング ・マ ク ドネ ル ・ダ グ ラスの合 併 は,ヨ ー ロ ッパ に対 して
公 正 な市 場 競 争 につ いて問題 が あ る と して政 治 問題 化 した経 緯 が あ る。
そ れだ けに,今 回 の独 仏 合意 は,グ ローバ ル航 空産 業 市場 で の欧 州独 自
の航 空 ・防 衛 のサ バ イバ ル戦 略 の一 貫 と見倣 せ よ う。
その後,こ れ は1997年12月9日,英 独 仏三 か国 政府 の合 意 へ とっ な
が って い く。イギ リスが加 わ った12月9日 の発表 は,エ アバ ス ・イ ンダ
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ス ト リー に参 加 国 の航 空 ・防衛 産 業 を再 編 ・統 合 す る とい う もの で,背
景 に は欧 州 の協 力 路 線 を取 るイ ギ リス の ブ レア政 権 の存 在 が あ る。 今
後,三 か国 間 に各 国 の主 権 の調 整,す で に進 めて い るプ ロ ジ ェ ク トとの
調 整,人 員 整理 な ど困 難 な問 題 が横 たわ って い る。 しか し,実 現 す れ ば,
航 空 防衛 分 野 で売 上 高300億 ドル に近 い規 模 の 「欧 州連 合 企 業」 が誕生
す るわ けで,世 界最 人 の ア メ リカ の ボー イ ング ・マ ク ドネル ・ダグ ラス
C17)
を追 撃 す る体 制 が整 うこ とにな る。1998年1月22日,エ アバ ス ・イ ン
ダス トリー社参 加4ヵ 国 は,フ ラ ンスの ミサ イ ル ・衛 星 メ ーカ ー のマ ト
ラ社 の元 社 長,フ ラ ンス人 の ノ エル ・フォル ジェ ア ー氏 に株式 会 社化 の
任務 を託 した。株 式 化 のた あ の資産 の評価,要 員 の合 理 化,政 治 家 との
交渉 な ど難 問 が山積 して い るが,航 空 機 の注 文 が上 向 き,す で にエ アバ
ス は世 界市 場 で44パ ー セ ン トの 占有 率 を持 って い る上,1991年 か らの
C18}
通貨 統 合 に よ って エ アバ スの コ ス ト安 が期 待 され て い る。 四 ヵ国 の企 業
が株式 会 社 で ま とま る強 い動機 は,ボ ーイ ングの747型 に対 抗 で き る,
スーパ ー ・ジ ャ ンボ機 のA3XXの 開発 との見方 もあ る。
IV-2財 政 赤字3パ ー セ ン ト以 下 達 成 の課 題
ワイ マ ール の独仏 会 談 で は,通 貨統 合 の参加 基 準 を厳守 す る ことで合
意 した。 両 国 に と って財 政 赤 字 の削 減 が最 大 の課 題 で あ った。 先 ず,
1996年 まで の財政 状 況 を取 り上 げ る。
1996年 秋 の欧州 委 員 会 の予 測 に よ る と,ド イ ッは財 政 赤字 がGDP比
で4.0パ ーセ ン ト,政 府 債 務 残高 は60.8パ ーセ ン トなの に対 して,フ ラ
ンス はそれ ぞ れ4.0パ ー セ ン ト,56.4パ ーセ ン トだ った。 この段 階 で は
財政 赤 字 の収 敏 を達 成 して い るの は,デ ンマ ー ク,ア イル ラ ン ド,ル ク
セ ンブル ク,オ ラ ン ダで,単 一 通貨 「ユ ー ロ」 圏 の主 要 国 とな る両 国 に
対 す る財 政 赤字 改善 の期 待 は強 か った(-N-21を 参照)。 フラ ンス
で は,1997年6月 に政 権 が変 わ り,ジ ョスパ ン内 閣 が保守 中道 の ジュペ
内 閣 を引 き継 いだ段 階 で,ス トロ ス ・=カー ン蔵 相 が柔 軟 思 考 に立 ち,財
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表一IV-2-1EU加 盟15か 国 の財政 赤寧(一),黒 字()〔 対GDP比 〕
1991 1992 1993 1994 1995 1996(a)
ベ ル ギ ー 一6 .5 一7 .2 一7 .5 一5 .1 一4 .1 一3 .3
デ ン マ ー ク 一 一2 .1 一2 .9 一一3 .9 一一3 .5 一 1 .6 1.4
ド イ ツ 一3 .3 一2 .8 一3 .5 一一2 .4 一3 .5 一4 .0
ギ リ シ ャ 一一一11 .5 一12 .3 一14 .2 一一一12 .1 一一9 .1 一7 .9
ス ペ イ ン r 一3 .fi f 一6 .3 一6 .6 一4 .4
フ ラ ン ス 2.2 一3 .8 5s 一一5 . 一4 .8 一4 .0
ア イ ル ラ ン ド 一2 .3 一2 .5 一一 2 .4 一一1 .7 一2 .0 一1 .6
イ タ リ ア 一1a .2 一9 .5 一9 .6 一9 .0 一一7 .1 一6 .6
ル ク セ ン ブ ル ク 1.9 o.g 1.7 2.6 1.5 Q.9
オ ラ ン ダ 一2 .9 一一3 .9 一3 .2 3.4 一4 、0 一2 .6




.2 1! 一5 。9
一4
.3
ポ ル ト ガ ル 一6 .7 一3 .6 一6 .9 一5 .8 5.1 /'




.0 一6 .2 5.2 一3 .3




.8 一一8 .1 一3 .9
イ ギ リ ス 一一一2 .6 一6 .3 一7 .8 一6 .8 一5 .8 一4 .6
EU平 均 一4 .3 一5 .1.1-一 一6.2 一5 .4 一一5 .0
巨4・4
出所:欧 州 委員会(1996年 秋)
(a)予 測
政 安定 協 定 の再 考 の猶 予期 間 を雷 い出 した の に は,イ タ リア,ス ペ イ ン
の第一 陣 参加 支持 の理 由以 外 に,こ う した国 内状 況 が背 景 に あ った と考
え られ る。
ジ ョスパ ン政 権 は,失 業 の増大 で社 会 保障 手 当 てが増 大 した こ とや,
雇 用 創 出の た め今 後一 定 の財 政 出動 が必要 な こ とか ら,通 貨統 合 参 加基
準 を達 成 す るた め,◇ 緊 急 財 政赤 字 削 減策,◇ 国 防費 な どの予 算 を削減
す る98年 度 予算 案 の 二つ の措 置 を取 る。この うち,緊 急 財政 赤 字 削 減策
につ いて は,財 政 再 建 担 当 の会 計検 査 院 が,こ の まま推移 す ると1997年
度 の財 政 赤 字 はGDP比 で3.5-3.7パ ー一セ ン トに な る見 通 しを7月21
日に政 府 に報 告 した。 これ を受 け て,ス トロス;カ ー ン蔵相 は同 日,緊
急 財政 赤 字 削減 策 を発 表 した。 そ れ に よ る と,97-98年 の二 年 間 に限 っ
て,法 人 税 を現 行 の36.6パ ーセ ン トか ら41.6パ ーセ ン トに 引 き上 げ,
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220億 フ ラ ンの財 政 赤 字 を削 減 し,ま た国防 費 の20億 フ ラ ンの凍結 な ど
合 わせ て100億 フ ラ ンの赤字 削 減 の予 算措 置 を取 る と発 表 した。
一・方 ,予 算 措 置 にっ いて っは,9月24日 の 閣議 決定 を受 けて,98年 度
(歴年)の 予 算 案 が 発 表 され た。 これ は基 本 的 に は,国 防 費 を前 年 比 で
3.3パ ー セ ン ト削 減 す るな ど緊縮 型 とな って い るが,雇 用 関 連予 算 は前
年 比3.6パ ー セ ン ト増 の1558億 フ ラ ンで,特 に若年 失業 者 向 け優 先 の
配 分 とな って い る。 これ に よ って,97年 度 の財 政 赤 字 は対GDP比 で
3.1パ ー セ ン ト,98年 に は3、0パ ーセ ン ト以 下 にな る見 通 しで あ る と ト
ロ ッ トマ ン ・政 府 ス ポー ク ス ウー マ ンは発 表 した。
欧 州 委員 会 は10月14日,通 貨 統 合 に向 けて の経済 見通 しを発 表 し,
フ ラ ンスの97年 度 の財 政赤 字 は3.1パ ーセ ン ト,98年 度 は3.0パ ーセ
ン トと予 測 した が,3.1パ ーセ ン トにっ いて は,厳 密 に は収 敏基 準(参 加
基準)を 満 た さな いが,デ ー タは見 通 しで統計 上 の通常 の誤 差 の範 囲 内
で}ま た ジ ョスパ ン政権 が これ を補 正 す る時 間 が あ る と して フ ラ ンスに
(19)
は参 加資格があ ると した。
VI-3財 政赤 字 をめ ぐる フ ラ ンス の思 惑
ジ ョスパ ン政 権 に と って,財 政赤 字 の削減 と雇 用 の創 出 とい う或 る意
味 で は選 択 の幅 が 限 られ た二 っ の 目的 の達 成 が 当面 の最 大 の課 題 とな っ
た。 ス トライ キ は常 とは いえ,97年 か ら98年 にか けて の一連 の ス トラ
イキ に象徴 され る失 業 者 の現状 を前 に して,欧 州 委 員 会 が97年10月 に
経済 の予 測 を 出 す前 に は,政 権 内部 に は失 業 の克 服 が最 大 の課 題 で,財
政赤 字 の削減 は弾 力 的 に とい う考 え方 が存 在 して い た。
フ ラ ンスで97年11月 に トラ ック運転 手 労 組 が道 路 封鎖 の ス トライ キ
に入 り,EU域 内 の物 資 の輸 送 に影 響 が 出 た。 この ス トラ イキ は賃 金 引
き上 げで労 使双 方 の間 で話 が ま とま り,解 決 した。12月 に入 る と,最 低
生 活 保 障 手 当 に関 して一 律1500フ ラ ンの 引 き上 げ を要 求 す る長 期 失業
者 が抗 議 行 動 を起 こ し,抗 議 行 動 はパ リ,マ ル セ イユ に拡 大 し,98年1
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月17日 に フラ ンス全 土 で デ モが行 なわ れ た。直接 の き っか け は,財 政 の
建 直 しを理 由 に長 期 失 業 者 に対 す る特 例 の年 末手 当 て を打 ち切 った こ と
に あ るが,ジ ョスパ ン政 権 は失 業 者 団体 との話 し合 い,10億 フ ラ ンの緊
急救 済 基 金 の設 立 な どの対 応 策 に追 わ れ た。
それ だ け に,70万 人雇 用,35時 間 短縮 によ る雇 用創 出 を公約 した現 政
権 と して は,EUの 枠 内 に雇 用 の問 題 を提 示 し,加 盟 国 の多 くも失 業 問
題 は深 刻 なだ けに,ア ム ステ ル ダ ム条約 に雇 用 の章 が設 け られ た の だ っ
た。 こ う した背 景 を抱 え る フ ラ ンスに は,従 って参 加 基 準 を柔 軟 に考 え
る柔 軟 路 線 が存 在 す る。 この あ た りの件 につ い て は,ジ ャ ン ・モ ネが か
つ て想 を練 った セ ー ヌ左 岸 の マ ル テ ィニ ャ ック街 に あ る経 済 計 画庁 で
会 った マ リオ ・ドオ ー ブ経 済 ・財 政 ・国 際 問 題担 当官 の見解 が解 明 して
(24)
くれ る。 先 ず,フ ラ ンス と ドイ ツの間 に は,経 済,財 政 政策 に関 して,
基 本 路 線 につ い て は人 きな合意 がで きて お り,経 済 に限 定 して 当面 直面
して い る課 題 は,
1一 労働 市 場 の調 整 の問 題
2一 単一 通 貨 の見通 しに関 す る財 政政 策 の調 整 の問 題
3-一 通貨 統 合 と結 束(cohesion)の 問題 で あ る。
2は 単 に財 政 赤字 の削 減 問題 だ け に限 定 され な い,ま た3に っ いて は,
厳 格 に基 準 を 満 た した 限 定 的 な通 貨 統 合 で ス ター トす る のか,イ タ リ
ア,ス ペ イ ンの地 中海 諸 国 を含 めた,結 束 を重 視 す る拡大 した通貨 統 合
か らス ター トす るの か とい う問題 で あ る と した。 この背景 に は,戦 争 の
惨 禍 の経 験 か ら欧州 の復 活 は統 合 によ る とい う独 仏 の和解,別 の観 点 か
らは ドイ ッがEUヨ ー ロ ッパ の一 国 と して 歩 み続 け る合意 が基本 にあ る
と した。 そ の上 で現 在 起 きて い る独仏 の見 解 の相 違 は,欧 州 連 合 と して
どの よ うな ヨー ロ ッパ の創 設 を想 定 して い るの か,そ の モ デ ル の 在 り
方,政 治 構 想 に起 因 す るので はな いか と解 説 して くれ た。 そ して,通 貨
統 合 はそ の き っか け とな る もので あ り,ま た そ の象 徴 で あ る と した。 ド
イ ッで は,ヨ ー ロ ッパ最 強 の マ ル クを消 滅 させ て まで ユ ー ロに合意 す る
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以 上,失 敗 は許 さ れ な い訳 で,97年9月 の段 階 で は イ タ リア につ いて
は,変 わ りや す く不安 定 で 財 政基 準 の達 成 を疑 問視 す る見方 は,連 邦 銀
行 を初 め と し政 治家 の間 に存 在 す るとみ られ た。 通貨 主権 とい う観 点 か
らす れ ば,通 貨 統 合 で最 も実 入 りが悪 く,経 済 的 に最 も損 をす るの は ド
イ ツで あ る といえ るか らで(21).ジ ョスパ ン政 権1ま騨 公約 に も うた っ
て い るが,イ タ リア,ス ペ イ ンの第一 陣 参加 を支 持 して い る。経 済 的要
素 に比 重 をか け,厳 選 され,よ り制 度化 され た通貨 統 合 を考 えて い る ド
イ ツ に対 して,フ ラ ンス は,イ タ リア,ス ペ イ ンを含 め た通 貨 統 合 に
よ って,あ る意 味 で は ドイ ッの経 済 的 な覇 権 との バ ラ ンスを保 もと う と
す る政治 的意 図 が込 め られて い る と考 え られ ま いか。 こ う した背景 の 中
で は,コ ール政権 と して は,イ タ リアが参 加基 準 を達成 して い るので あ
れ ば,反 対 しな い とい うのが理 論 的 帰結 で あ ろ う。 逆 に言 え ば イ タ リア
が これ に応 え て い く番 だ とい う ことが いえ よ う。
実 は,欧 州 の統 合 論 につ い て は,統 合 の 源流 は,一 般 的 に は1922年 に
オ ー ス トリア人 の ク ーデ ンホ ー フ ・カ レル ギ ー伯 が 「伴 欧州 運 動」 を提
唱 した時 とされ て い る。 しか し,統 合 につ い て の考 え方 と して はそれ以
前 に存 在 して い た。 例 え ば,当 時 オ ー ス トリアな どの外 国 勢 力 の支 配下
に あ った イ タ リア を共 和 国 と して統 一 す る理 論 的 指 導 者 で あ った マ ッ
ツ ィー 二が1830年 代 に 「国民 国家 は古 い世 界 を統0す る大 きな欧 州 連
邦 の先 駆 者 で あ る」 と考 え て い た。 ま た フ ラ ンスの 文 豪,ヴ ィク トー
ル.ユ ー ゴー は1849年 に,パ リで 開 かれ た平 和 大会 で,普 通 選 挙 に基 づ
く ヨー ロ ッパ合衆 国 を提 唱 して い る。 かっ て ナ ポ レオ ンは英 仏 海 峡 に横
断 トンネ ルを堀 り,馬 車 で イ ギ リスに駆 け抜 け る こ とを考 え た と もいわ
れ,ヨ ー ロ ッパ に馳 せ る思 い は多 々広 が って きて いた。
欧州 連合 は97年 秋 の経 済予 測 の なか で,イ タ リア につ いて,財 政 赤字
は97年 度 はGDP比3.0パ ー セ ン トと予 測 して い るが,98年 度 は3.7
パ ー セ ン トと予測 して い る。 委 員会 は,イ タ リアが 緊縮 予算 案 を実 施 に
移 せ ば,赤 字 は98年 度 末 ま で に は2.7パ ーセ ン トに引 き下 げ られ る と
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期 待 して い るが,実 は96秋 の段 階 で は,イ タ リアの96年 度 の財 政 赤字
は6.6パ ー セ ン トと予 測 され て い た。 当時 は通 貨 統 合 は ドイ ッ
aフ ラ ン
ス,ベ ネ ル ック ス3ヵ 国 と アイ ル ラ ン ドの7ヵ 国 で発 足 か とい う見 方 が
出 て お り・イ タ リアの参 加 に は疑 問 符 が付 け られ て い た。そ れが97年 秋
のEU予 測 で・ 財政 赤 字 は3パ ー セ ン トの基 準 を満 たす で あ ろ うと予 測
さ れ る まで に改 善 され た。 た だ,政 府 債 務 残 高 は97年 度 は基 準 の60
パ ーセ ン トの倍 以 上 の123 .2パ ーセ ン トと予 測 され て お り,参 加 した と
して も今後 と も債務 残 高 を削減 して財政 の安 定 を図 る ことが求 め られ る
の は必 至 で あ ろ う。
と はいえ,悲 観 的 な状 況 か ら改善 へ導 いた の は,一 つ に は与 党,中 道
左 派 連 合 の ロマ ー ノ ・プ ロー デ ィ(RomanoProdi)首 相 の財政 緊 縮 を与
党 主 流 の左 翼民 主党 が支 え た とい う政 治 の構 図 が あ る。 イ タ リアの政 治
地 図 は,戦 後,キ リス ト教 民 主 党 を第 一 党 に,こ れ を欧 州 で最 大 勢 力 の
共 産 党 が追 うとい う情 勢 の 中で,政 権 は概 ね キ リス ト教 民 主党 が社 会党
な ど と連 立 す る中道 左 派 で あ った。一 時 ,70年 代 後 半 に}共 産 党 が ベ ル
リン グエル書 記長 の時 代 に キ リス ト教 民 主党 との歴 史 的和 解 の路 線 を取
り,閣 外 協 力 した が,失 敗 に終 わ る。冷 戦 が 終 わ った後,1991年 に共産
党 は党 名 を左 翼民 主党 に変 更 し,政 策 も社 会 民主 主義 路線 に変 わ った。
90年 代 初 め に マ フ ィア も絡 む政 財 界 の未 曾 有 の汚 職 の構 造 が 摘 発 され
る とキ リス ト教 民 主 党 も解 体 とな り,党 名 を人 民 党 に変 更 した。 こ う し
た状 況 で,1996年 の総 選挙 で,左 翼 民主 党 と人民 党 な どの中道 勢 力 に よ
る新 しい中道 左 派連 合(オ リブの木一1'Ulivo)が 勝 利 し,旧 キ リス ト教 民
主 党 出身 の プ ロデ ィ首 相 の政 権 が 誕生 した 。 欧 州連 合 が96年 に,イ タ
リア の97年 のGDP比 の財 政 赤 字 を6 .6パ ーセ ン トと予 測 した背 景 に
は,こ う した イ タ リアの混 迷 した状 況 が あ った。
イ タ リアの97年 度 の成 長 率 が1 .4パ ー セ ン ト,失 業 率12,1パ ーセ ン
トと見込 まれ て い る中 で,プ ロデ ィ首 相 は財 政 赤 字 の3パ ー セ ン ト達成
を 当初98年 度 に見込 んで い たの を97年 度 達 成 に修正 し,そ のた め に財
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政 緊縮,年 金 制度 の改 革 な どを果敢 に断 行 して い った。98年 度 予算 案 を
あ ぐる国会 審 議 で プ ロー デ ィ首 相 は退 陣 に追 い込 まれ,一 時 は政 権 崩壊
の危 機 に見舞 われ た こ と もあ った が,予 算 案反 対 の共産 党 再 建派 が突 然
反 対 を取 り下 げ,プ ローデ ィ政 権 は ユ ー ロへ の参加 基 準 の達 成 を 目指 す
98年 度 予算 が議会 の承認 を得 る こ とに成 功 した。参加 の予 測 が 出 た後 の
1998年1月 に は ドイ ッの コー ル首 相 の イ タ リア訪 問 とな り,イ タ リアの
第0陣 参 加 に道 が開 か れ た ので あ る。
この イ タ リア の上 昇 はaそ れ だ けで な く,タ イ ミング と して・(1>イ タ
リア,ス ペ イ ンの加 盟 を支持 す る ジ ョスパ ン社会 党 政 権 が フ ラ ンスに誕
生 した ことは イ タ リア に と って また とな い友 邦 の出現 に な った こ と・ ②
プ ロデ ィ政 権 内 は96年 秋 に,当 初 財 政 赤 字 のGDP比3パ ーセ ン ト以
内 達成 は98年 と設 定 して い た の を,97年 達 成 に変 え たが,そ れ に はE
U志 向 の カル ロ ・ア ゼ リオ ・チ ャ ン ピ国庫 ・予 算 企画 相 が 財政 緊 縮 に才
腕 を揮 った こ と③ イ タ リア中央 銀 行 の ア ン トニ オ ・フ ァッ ィオ総 裁 が政
府 債務 残 高 がGDP比 の123パ ーセ ン トとい う中 で,慎 重 な通貨 政 策 に
(22}
よ って イ ンフ レを抑 制 した こ とな どが プ ラスの要 因 とな って い る。
Vユ ー ロ評 議 会 と雇 用 サ ミ ッ ト
9月 の ワイマ ー ル独仏 首 脳会 談 の後,ド イ ッの ワ イゲ ル蔵 相 と フ ラ ン
スの ス トロス=カ ー ン蔵 相 が10月14日,ド イ ッの ミュ ンス ターで通貨
統 合参 加 国 だ けに よ る 「ユ ー ロ評議 会 一仮 称 」 と呼 ぶ 非 公式 機 関 を設 け
る こ とで合 意 した。 この非 公 式機 関 は,こ れ まで フ ラ ンスが機 会 あ る毎
に 提 案 して き た経 済 政 府 の 雛 型 と で も言 え る も の で(unConseilde
1'euro),EU蔵 相 会議 の前 に開 かれ,ワ イ ゲル蔵相 によ る と,独 仏 の原 案
は,経 済 デ ー タの交 換,経 済 全体 の進 展状 況 の監視,財 政政 策 や賃 金 コ
ス ト,主 要 国首 脳 会議(サ ミッ ト)の 準 備 な どにつ いて話 し合 うとい う。
ス トロ ス=カ ー ン蔵相 は,ユ ー ロ評議 会 は,為 替 レー トの問 題 も取 り上
げ る と して い るが,ド イ ッ連 邦銀 行 の テ ィー トマ イヤ ー総裁 は,ユ ー ロ
102商 経 論 叢 第34巻 第1号
(2fi1)
評議会 が為替 レー トにっ いて意見 を述 べ ることはで きるが,そ れは例外
的 な立場か らであ ると語 ってし1智。
V-1ユ ー 口評 議 会
この独 仏 の合 意 は,ド イ ッが マ ー ス トリヒ ト条 約 に規 定 され て い る通
り,欧 州 中 央銀 行 の独 立 性 の主 張 を フ ラ ンスが受 け入 れ た上 で の妥 協 で
成 立 した もの で,こ の独 仏 案 は,11月5日 のEU蔵 相 理 事 会 を経 て12
月 のル クセ ンブル クで のEU首 脳 会議 で討 議 され た。 蔵 相 理 事 会 で は,
ユ ー ロを め ぐ る機 構 問 題 っ ま りユ ー ロ評 議 会 の独 仏 案 を め ぐ
って,
1999年1月1日 か らの実 施 予 定 の 単 一 通 貨 へ の不 参 加 が予 測 さ れ て い
るイ ギ リス,ス ウ ェー デ ン,参 加 条件 が達成 され なか った ギ リシ ャが
,
ユ ー ロ評 議 会 はEU蔵 相 理 事 会 に取 って代 わ ってEUの 財 政 政策 を左 右
しか ね な い と して異 議 を 申 し立 て た。 この問題 はy結 局,蔵 相 の討 議 で
は決 ま らず,12月12,13の 両 日ル クセ ンブル クで開 か れ る首 脳 会議 に
下 駄 を預 け る形 とな った。
ル クセ ンブル クの首 脳 会 議 は,ハ ンガ リー,ポ ー ラ ン ド,チ ェ コ,ス
ロベ ニ ア,エ ス トニ ア,地 中海 に浮 か ぶ キ プ ロスの6ヵ 国 のEU新 規 加
盟 交 渉 を1998年 春 か ら開 始 す る こ とを 決 め た が,も う一 っ の 焦 点 で
あ った ユ ー ロ評 議 会 をめ ぐって は難航 した。 情 報 を総 合 す る と,蔵 相 理
事 会 と同 様 非 参加 国 が,ユ ー ロを め ぐる評 議 会 の決 定 は大 きな イ ンパ
ク トを与 え る と して激 し く反 発 した。 特 に イ ギ リスの ブ レア首 相 は
,提
唱 者 の ジ ョスパ ン首相 と会 って巻 き返 し,非 参 加 国 の出席 を限 定 的 に認
あ る とい うあい ま いな 幕引 き とな り,今 後 に余 地 を残 した。 外電 が ス ト
ロ ス=カ ー ン蔵相 の説 明 と して伝 え ると ころで は
,評 議 会 の議 題 は事 前
に発 表 し,非 参加 国 が懸念 を抱 く議題 につ いて は全 加 盟 国 が参 加 して討
議 す る とい う参 加 国 と非 参 加 国 の妥 協 とな った。 フ ィナ ンシア ル ・タイ
ム ズ は12月15日 付 けで,「 今 回 の首 脳 会 議 で は,一一部 に は初 日の イ ギ リ
ス と フ ラ ンス の応酬 で,ま た,EUの 東 方 へ の拡大,ユ ー ロク ラ ブ問題
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で コール首相 は最小限 の論争 で ドイッの目的を達成 した」 と ドイッを持
ち上げたが,評 議会の在 り方 は実際 にユー ロが発足 してか らの課題 とい
えそ うだ。
V-2雇 用 サ ミ ッ ト
ア ム ス テル ダム首 脳 会議 を受 けて11月21,22の 両 日,ル クセ ンブル
クでEU初 の雇 用 サ ミッ トが 開 か れ た。 行 動 計画 の共通 の ガ イ ドライ ン
の作 成,若 年 失 業者 と長期 失 業 者 に対 す る職 業 訓練 と社 会復 帰 の可 能 性
を高 め る目標 の設 定,目 標達 成 に今後5年 の期 間 を設 け る とい った議長
総 括 が採 択 され た。 雇 用 の創 出,労 働 市場 につ いて は,国 によ って事 情
を 異 に して お り,財 政 負 担 を伴 う政策 に は失業 率 がEU最 大 の スペ イ ン
は消極 的,独 自性 を強調 す る ドイ ツは雇 用 の共 通 の 目標 値 の設 定 に は反
対,雇 用能 力 の改善,適 応能 力 の開発 に賛 成 の イ ギ リス とい う立 ち場 に
な った。雇用 の行動 計 画 は今 後,各 国 の論議 を踏 まえ98年6月 にイ ギ リ
ス の カ ー デ ィ フで各 国 別 の 国 内 計 画 を 検 討 した 上 で,98年12月 の ウ
イ ー ンの二 回 目の雇用 サ ミッ トで国 内計 画 の実施 状 況 を検 討 しs行 動計
画 の前 進 を図 る こ とにな った。
失 業 率 につ いて は,ル クセ ンブル ク,イ ギ リスな ど一 部 の国 は比較 的
低 く,ま た雇 用政 策 は国 に よ って異 な る と はい え,EU市 場 の失業 者 が
1800万 人,平 均失 業 率 が10.6パ ー セ ン トと,ア メ リカの二 倍,日 本 の三
倍(た だ し,98年4月 は最悪の4.1パ ーセ ント)と い う深 刻 な共 通 の社 会 問
題 と して抱 えて い る こ とが,フ ラ ンスが 提示 した雇 用問 題 で浮 き彫 りに
な った。 ドイ ツは,市 場 の原 理 に基 づ く柔 軟 な労 働 政策 の立 場 に立 って
はい るが,全 体 の ドイ ッの失 業率 が1998年1月 に12.6パ ー セ ン トと戦
後 の最 悪 を記 録 した と発 表 して い る。 雇 用 問題 は経済 の重要 な フ ァ ンダ
メ ン タル ズの一 つ の課 題 で あ り,98年 秋 の総 選 挙 で は,同 年3月 の ニ ー
ダ_ザ クセ ン州 選挙 で勝 って上 げ潮 ム ー ドに乗 る社 会 民 主党 との間 で雇
用 対 策 が 大 き く問 わ れ る こ とが予 想 され る。(注198年3月13日 付 けの
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フ ィナ ンシ ャル ・タイムズ によ ると,フ ランスで は1997年 後半 に景 気が上 向 き,
雇用創 出の効果 が出始 めて い る。 国立 統計経 済研 究所 が発表 した統 計 によ る と
,
97年 の就 業率 がサ ー ビス部 門 を中心 に12パ ー一セ ン ト増大 した)
。
VI第 三 次 コ ア ビタ シ オ ン(保 革共存政権)
1997年6月(第 二回投票)で,社 会 党 中心 の左 翼 政権 が 発足 した こ と
で,保 守 ・中道 の シ ラ ク大統 領 と,左 翼 政 党 の ジ ョスパ ン政 権 が政 府 執
行 部 で共 存 す るとい う コア ビタ シオ ン(保 革共存)と な った。今 回 の コア
ビタシオ ンは,1958年 に フ ラ ンスで第五 共 和 制 が成 立 して以 来
,iii
88年 の初 の コ ア ビタシオ ン,1993-95年 の第 二 次 コ ア ビタ シ ョ ンに次 ぐ
もの。 一 次,二 次 と もに人統 領 は社 会 党 出身 の フ ラ ン ソア ・ミッテ ラ ン
(FrangoisMitterran),政 府 は一次 が シ ラク,二 次 は エ ドゥア ール ・バ ラ
デ ュー ル(EdouardBalladur)の 保 守 中道 で,大 統 領 が保 守 中道,政 府 が
左 翼 とな った の は初 め て。 な ぜ コァ ビタ シオ ンな のか は,フ ラ ンスの政
治 史 に さか のぼ る。
第二 次 大戦 後,フ ラ ンスで第 四共 和 制 が成 立 し,1946-58年 の12年
間 に25の 政 権 が交 替 した。第 四共 和 制 下 で は小党 が乱 立,分 裂 し,議 会
に安 定 多数 は な く,短 命 の 内閣 で は政 治 的 に有 効 な リー ダー シ ップを発
揮 す る余 地 はな か った。 こ う した背 景 で,亡 命 先 の ロ ン ドンか ら国 内 の
抗 ナチ の レジ ス タ ンスを指揮 した ドゴール将 軍 は,行 政 の 強 い執 行体 制
を 目指 して,1958年 に第 五 共 和 制 憲 法 を 公 布 し,初 代 大統 領 に当 選 し
た。 結 果 的 に執 行 体 制 の強 化,立 法 機 関 の弱 体 化 を意図 した もの で あ る
が,大 統 領 の任 期 を7年 と規定 した た め,下 院 の国 民 議 会選 挙 と投 票 日
が重 な る こ とは なか った。 この結 果,大 統 領 の 出身 母 体 の政 党 と
,政 権
党 が異 な る場合 に は保 革 共 存 とな るの で あ る。 な を,現 実 に可能 性 は少
な いが,理 論 的 に は,保 守 中道 対 左 翼以 外 の構 図 も成 立 す るわ けで
,コ
ア ビタ シオ ンその もの の意 味 は保 革 共存 で は な く 「共 存 」 の こ とな ので
あ る。
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V--1な ぜ コア ビタ シオ ンな のか
フ ラ ンス憲 法 に よ る と,大 統領 は,1一 首 相 を任 命 す る,2一 閣議 を
統 裁 す る,3一 国民 議 会 選挙 後,国 民 議 会 を解 散 で き る,4一 閣議 で審議
され る命令(オ ル ドナンス)と 統 令(デ ク レ)に 署 名 す る,5一 国 家 の 緊急
の際 の非常 大 権 を持 っ,6一 軍 隊 の首 長 で あ るな ど強 力 な執行 権 を持 っ。
これ に対 して,首 相 は,1-一 国 政 を決 定 す る,2一 政府 の活 動 を指導 す
る,3一 国 防 に責 任 を負 う,4一 国 会 に対 して責 任 を負 う とな って い る。
この ため執 行機 関 は二頭 制(bicephalism-gouvernementbicephale)と な
るの で あ る。
V-2第 一次,第 二 次 コア ビタ シオ ン
シ ラク政府 は,市 場経 済 の原理 に基 づ いて,企 業,銀 行 の民営 化,規
制 緩 和,財 政 の 緊縮 を断行 し,テ ンポの早 す ぎ る ウル トラ ・リベ ラ リズ
ム と評 され た。当然 の結 果 と して,65の 国 有 企業 の民 営化 に社 会党 が 反
対 し,議 会 審議 は長 引 いた。 この た め,シ ラク政 権 は議 会審 議 を必 要 と
しな い政令 の一 つ の オル ドナ ンスに方 針 を切 り替 え,オ ル ドナ ンスで立
法 を政 府 に与 え る権 利 の授 権 法 が1986年6月 に議 会 で 成 立 した。 シ ラ
ク政 権 は オル ドナ ンス案 を閣 議 決定 後 発 効 に必 要 な大統 領 の署名 を求 め
る予定 だ ったが,ミ ッテ ラ ン大統 領 は 「国 家 の独立 」 を侵す 民営 化 に反
対 して署 名 を拒否,こ の署 名 拒 否 を め ぐって ミッテ ラ ンと シ ラクの間 で
の激 しい角逐 に発 嵐 鍵.結 局 政 府 は一 般 法 案 と しe・i'会 に提 出・ 社 会
党 提 出 の政 府不 信 任 法案 は否決 され,一 般 法 案 は7月 に国民 議 会,次 い
で上 院 で成 立 した。 こ う して両 者 の 関係 は冷却 化 し,議 会 多数 派 に支 え
られ る首 相 に内政 の実権 が移 り,ド ゴール の 当時 の意 図 と は反対 に議 員
内閣 制 の色 彩 を強 め る結果 とな った。
第 二 次 コア ビタ シオ ンは,大 統 領 が フ ラ ン ソア ・ミッテ ラ ン,首 相 は
保 守 中道 の エ ドゥアー ル ・バ ラデ ュ ー ル。1988年 の大 統 領 選 挙 で,ミ
テ ッ ラ ンが シ ラ クを破 って 二 期 目の 大 統 領 職 に 当選 す る と,内 政 は政
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府,外 交 は大統領 と権力の棲 み分 けが成立。今回 の保革共存 は,社 会党
の コ ンサ ル タ ン ト会社 に絡 む汚 職事 件 の発覚 な ど腐敗 構 造 の露 呈で
1993年 の国民議会選挙 で保守 中道 が勝利 した。バ ラデュー一ル政府 は,シ
ラク政権 の ウル トラ リベ ラルな政策の反省 に立 って,限 定的 な民営化,
財政 緊縮,通 貨統合参加 の政策を続行 した。 またi不 況 による社会不安
が高 ま り,右 翼急進主義が台頭す るに及 んで,1993年 に,移 民 の規制,
国籍法 の改正 も断行 す る。1995年 の大統領選挙 までの政権。
V-3第 三 次 コ ア ビタ シオ ン(1997-)
1995年 の大 統 領 選挙 で,シ ラクが,同 じ共 和国 連 合 出身 の エ ドゥアー
ル ・バ ラデ ュール,社 会党 の リオ ネル ・ジ ョスパ ンを破 り選 出 され た
。
シ ラク は失 業対 策 を優先 課題 に掲 げ また,ア ラ ン ・ジュペ(AlainJuppe)
政 権 は,財 政 緊 縮,社 会 保障 制 度 の改革,公 務 員 の削 減 な ど構造 改革 路
線 を進 め る。 シ ラク大 統領 は,通 貨 統 合 参加 基 準 の達 成 の ため新 た な歳
出削 減 が 必 要 な と ころ か ら,与 党保 守 中道 が 国 民 議 会 の80パ ーセ ン ト
以 上 を 占 め る とい う圧 倒 的 に優 位 な態勢 下 でf97年4月 に国 民 議会 を解
散 し・総 選 挙 に打 って 出 た。 しか し,大 統 領 の思 惑 は完 全 に外 れ,国 民
は ノ ンと回 答 した。 ジュペ政権 の構 造 改 革路 線 そ の もの は フラ ンス の経
済 構 造 の近 代化 の た め に必 要 な策 で はあ るが,失 業 対 策 を 公約 した社 会
党 に ウイ と応 じた。 保 守 ・中道 の敗 因 に は ジ ュペ氏 の官僚 的 な手 法 が国
民 か ら反 発 を買 った面 もあ る とされ る。 結局,左 翼 陣営 は全体 の577議
席 中320議 席 を 占め,保 守 中 道 は405議 席 か ら256議 席 へ と人 き く後 退
した。 こ う して,97年6月4日,第 三 次 の コ ア ビタ シオ ン(保 革共存)が
発 足 した。
これ まで の二 回 の コア ビタ シオ ンに よ って,フ ラ ンスの執行 権 は,ド
ゴー ルが 目指 した強 力 な大 統領 制 か ら,コ ア ビタ シオ ンの場 合 は,内 政
は政 府 が実 権 を握 る とい う,議 院 内 閣制 的 な もの に推 移 して来 て い る
。
しか し,外 交,軍 事 は大統 領 が主 と して担 当 す る分 野 で あ る こと,ま た
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EUは 双方 が担 当,特 に首 脳 会 議 は大 統領 が采 配 を揮 う領 域 で あ る こと
な どが特色 とな って きて い る。
今 回 の コア ビ タシオ ンにつ いて,ル ・モ ン ド紙 は,97年6月14日 付
けで 「三 っ の コア ビ タ シ オ ン」 とい う記 事 を掲 載 しi一 つ は シ ラ ク対
ジ ョスパ ンの執 行権 の保 革共 存,二 っ 目は,シ ラ クを め ぐる支 持 政 党 と
の 関 係 三 っ 目 は ジ ョス パ ンを 支 え る社 会 党 と の 関 係 を取 り上 げ た。
ジ ョスパ ンが 内政 を掌握 す る ことで,シ ラクの行 動 力 が落 ちた にせ よ,
ヨー ロ ッパ に 占 め る地 位 を強 調 す る手 法 は,彼 の能 力 の存 在 を うか が わ
せ て お り,ま た国 際公 約 の保 証 は国民 の 目に は公約 と映 る と大統 領 の地
位 を評 した。
コア ビタ シオ ンで特 記 され るの は,フ ラ ンスが ナ トー ・北 大 西洋 条 約
機 構iの軍 事 機 構 に復 帰 す る問題 で,97年6月27日,外 務報 道 官 が 復帰
の条 件 は整 って いな い と発表 した件 で あ る。7月2日 の 閣議 で復 帰 の先
き送 りを正式 に決 め たが,外 交 問題 は大 統 領 の専管 事項 とす るな らシ ラ
ク大 統領 は面子 を潰 され た格好 とな る。7月14日,シ ラ ク大統 領 は フ ラ
ンス2とTF1と の テ レ ビイ ン タ ビューで,「 建 設 的 な コア ビタ シオ ン」
は,家 族手 当 て,不 法 滞 在者 の合 法化,高 速増 殖 炉 ・ス ーパ ー フ ェニ ッ
ク スの廃 止 な ど政 策決 定 の批 判 を妨 げ る もの で はな い と述 べ て,6月4
日発 足 した ジ ョスパ ン政 権 の 政 策 を批 判 した。 大統 領 の職 務 領 域 は外
交,国 防 に 限 定 さ れ る もの で は な い とみ ず か ら活動 の領 域 を 拡 大 解 釈
し,フ ラ ンスが世 界,ヨ ロ ッパ とか か わ るす べ て の問題 教育,研 究,
先 端技 術 の近 代 化 の分 野 が入 る と した。
批判 の次 の舞 台 は ル クセ ン ブル ク とな った。11月20日,EU初 の雇
用 サ ミッ トが開 か れ た機 会 に,シ ラ ク大統 領 は記者 団 に配 った文書 の中
で,「35時 間 へ の労 働 時 間 の短 縮 は危 険 な実 験 で あ る」 と ジ ョスパ ン政
権 の雇 用 対策 を批 判 した。 後 に文 書 は撤 回 とな った。 同 日,フ ラ ンス2
が ル クセ ンブル クか らジ ョスパ ン首 相 との イ ン ター ビューを生 中継 した
が,そ の 中で,首 相 は,「 大 統 領以 上 に大統 領 の発言 の真 意 を よ く解釈 で
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きる者 はい な い」 とか わ し,一 応 の決 着 とな った。 しか し,ジ ョスパ ン
首相 は11月23日,ブ レス トで開 かれ た社 会 党 大 会 で,「 私 が記 憶 す る危
険な実験 は国会解散 に関す る ものである」 とや り返 じ廻.こ れ は,シ ラ
ク大統領 が・通貨統 合参 加 の態 勢固 めの ため国 会 を解散 し,総 選挙 に
打 って出たが大統領 の思惑 は完全 に裏 目とな った ことを皮 肉 った もので
ある。
シラク大統領 は,・i・ii年 の保守中道政権 の首相 時代
,社 会党出身
の ミッテラ ン大統領 との第一次 コア ビタシオ ンを経験 した
。 その際 国
有企業の民営化 を急 ぐため シラク首相 が大統領 の署名で発効す る政令,
オル ドナ ンス成立 をめざ したが,民 営化 に反対 の ミッテラン大統領 は署
名 を拒否す る意向を表 明 し,双 方 で確執 があ った経緯 がある。 それだ け
に,シ ラク大統領 自身,コ ア ビタシオ ンの経験 のなかで,今 回 は自 らが
逆 の立場 で,議 会 で多数派を占める反対党 の政権党 と対峙 す るという構
図 になった。 かつて ドゴール大統領 が執行権 の強化を狙 った第五共和国
憲法で はあったがrコ ア ビタシオ ンとな った場合 には,今 回の場合 に も,
行政 の実権 は,右 岸 の大統領官邸(エ リゼ宮殿)か らセーヌを渡 って左岸
の オテル ・マテ ィニ ョン(首 相府)に 移行 した。 シラク大統領 は,首 相
を3年,大 統領を4年 務め上 げ,い わば首相,大 統領 の双方を経験 し,
執行権 に熟知す る立場 にあ るが,今 回 のコア ビタシオ ンは,双 頭制 の緊
張関係が執行権 の推 移に どのよ うに反映 してい くのか改 めて関心が持た
れ る。
おわ りに
1997年 は,フ ラ ンス 自身 に と って も,ま た,フ ラ ンス とEU・ 欧 州連
合 に と って も重 要 な年 で あ った。 解 散総 選 挙 に よ って失 業者 対 策 が 現実
の解決 の急 を要 す る課 題 と して認 識 され,オ ブ リ雇 用 ・連 帯 相 とス トロ
スeカ ー ン経 済 ・財 政 ・産 業 相 を擁 す る経済 重 視 の旗 を掲 げ て発足 した
ジ ョスパ ン左翼 政 権 は,6月4日 ,発 足 早 々か ら雇用 対 策 に取 り組 ん で
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い った。若年 者 層 に重点 を置 いた35万 人 の雇 用 創 出策,賃 金 を 引 き下 げ
な いで 法定 労 働 時 間 を現 行 の39時 間 か ら35時 間 に短 縮 し,短 縮 分 で新
た な雇 用 を創 る とい う対 策 が 当面 の 策 で あ る。 公 共 部 門 で の35万 人 の
雇 用 対 策 はす で に実 施 に移 され て い るが,時 間短 縮 策 は98年 に実 施 法
案 を成立 を待 って実 施 とな る運 びで あ る。
この二 っ の何 れ もが,そ れ まで の構造 改 革 路線 とは大 き く異 な り,財
政 の 出動 と企 業 の負 担 に よ って雇 用 を創 る と い う緊 急 対 応 策 の特 徴 と
な った。 と はいえ,社 会党 は,民 営 化 に関 して は,選 挙 戦 中 国営 企 業 の
民営 化 の凍結 を掲 げた が,ジ ョスパ ン政権 は,時 の経 過 と と もに現 実 的
な政策 を取 り入 れ,98年 か らのEU市 場 で の通信 事 業 の 自由化 の中 で,
フ ラ ンステ レコムの株 式 を売 却 した。97年10月 に実 施 され た フ ラ ンス
テ レコムの民 営 化 で,個 人投 資家 が,先 の ペ シネー,ル ノー の民 営 化 の
際 の個 人 投 資家 の数 を は るか に上 回 る勢 い と伝 え られ た。 また,航 空 ・
防 衛 産業 で フ ラ ンス,ド イ ッ,イ ギ リス は,97年12月 にエ アバ ス ・イ ン
ダス トリーを 中心 に統 合 す る ことで 合 意 した。 ジ ョスパ ン政 権 はEU枠
内 で の統 合 に ウ エ イ トを置 き,ま た イ ギ リス の ブ レア政 権 も同 じ立 場
で,EU規 模 の戦 略 産 業 の再 編 に道 を開 く ことにな った。
またyX997年 はEUの 単一 通 貨 「ユ ー ロ」参 加 の条件 を達成 で きるか
ど うか の重要 な年 で あ った。 法人 税 の引 き上 げの緊 急 赤字 削減 策 と,雇
用 対策 に財 政 出動 す る もの の,国 防費 を抑 制 す るな ど,全 体 で 緊縮 型 の
1998年 度 予算 の成 立 に漕 ぎ着 け,参 加 基準,つ ま り5つ の収,ly_.準 の 内
で最 重 要 視 され る,財 政 赤 字 をGDP比 で3パ ーセ ン ト以 下 に引 き下 げ
る とい う基準 を満 たす ことが問 わ れ た ので あ った。 これ は,97年 度 の実
績 と98年 度 の予 測 に基 づ くが,欧 州委 員会 の1997年 秋 の経済 予 測 によ
る と,フ ラ ンス は97年 度 は3.1パ ーセ ン トと,98年 度 は3パ ーセ ン ト
達成 と予 測 され たが,97年 度 は実績 の範 囲 内 と評価 され た。 ヨー ロ ッ
パ の統 合 は,1951年 の石炭 鉄 鋼 共 同体 条約 調 印,67年 のEEC関 税 同盟
の完 成62年 末 の市場 統 合 の実 現,99年 か らの通貨 統 合へ とい うよ うに
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経済統 合が中心 であ った。通貨 主権 を消滅 させて まで実現 を目指 す通貨
統合 は,ま さに経済統合 の頂点 に立つ ものであ り,欧 州統合 とは何かを
世界秩序 に どのよ うに位置づ けた らよいかを占 う起点 ともな るので はな
か ろ うか。 ユーロによ って どのよ うに変わ るのか。旅行客 に とって は,
コス ト減 によ り,便 利 とな り,中 小企業 は,金 融取 引で大企業に比べて
被 っていた不利益か ら解放 され利益 とな り,消 費者 にとって は企業の国
境 を超え た競争が激 しくな るので,供 給面 の利益 を受 ♂碧。基本的 には
単一通貨創設,欧 州中央銀行を設立する通貨統合の基本的な動機は安定
(2?)
性 で あ り,こ れ によ って取 引 コス トが減 り,企 業 は投 資計 画 を樹 て るの
が容 易 とな る。 この た め,ユ ー ロが軌 道 に乗 れ ば,ユ ー ロ ッパ に端 を発
す る地 球規 模 の企 業 大競 争 の時代 を招 くな ど,国 境 を超 え た企 業 の新 ら
た な再編 成 の波 動 が広 が りそ うだ。 また通 貨統 合 には,統 合 され た資 本
市場 で一 部 は通 貨 の投 機 家 に よ って,多 くは ドイ ツ連 邦銀 行 に よ って失
われ た通 貨 政策 の コ ン トロ・一ル権 を取 り戻 す狙 い が込 め られ てお り,そ
れ を超 え た 目的 と して は しっか りと ドイ ッを欧 州 連合 に繋 ぎ留 め て お く
という政治的な動機 によるもので もあ ま饗。
欧 州 通貨 統 合 は,イ ンフ レが抑 制 され,財 政 赤字 が 削 減 され るな ど財
政 の安 定 した情勢 の中 で1999年1月 か ら発 足 す る見通 しとな って い る。
通 貨統 合 は欧 州連 合 の安 定性,開 放度,世 界 経 済 へ の貢献 度 を 占 う大 き
な分 岐点 とな ろ う。 経済 的 に みて,ユ ー ロは今 後,ド ル と並 ぶ基 軸 通 貨




(1)参 考 まで に,ジ ョスパ ン内閣 の主な閣僚 は以Fの 通 り。表記 は発 音 を原
則 と してい る。
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(16)1997年9月17日,パ リ北 郊 外 に あ る パ リ13大 学 で,ジ ャ ッ ク ・マ ジ ェ
教 授 に き く 。 通 貨 統 合 に は 徴 税 や 労 働 市 場 に 関 す る 調 整 機 構 が 必 要 と の 見
解 を 述 べ た 。 清 水 嘉 治,「1997-1998・ 激 動 す る ヨ ー ロ ッ パ 」,経 済 貿 易 研 究
所 第22号,神 奈 川 大 学 経 済 貿 易 研 究 所 を 参 照 。
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